
第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

大学の教育研究等の質の向
上に関する目標

大学の教育研究等の質の
向上に関する目標を達成
するためにとるべき措置

教育に関する目標 教育に関する目標を達成
するための措置

教育内容及び教育の成果等
に関する目標

教育内容及び教育の成果
等に関する目標を達成す
るための措置

1 1 本学の特色である学部・
大学院の一貫した｢らせん型
教育｣を発展するとともに，
グローバル化教育に注力
し，先導的な工学系人材を
育成する。

｢グローバル技術科学アーキテクト｣養成コース学部第１年次学生の受入開始に伴い，英語
及び日本語の科目数・クラス数を増設し少人数の教育に見直した語学重点化カリキュラ
ム，時間割編成を全学で実施し，初年次の語学教育を強化する。リベラルアーツ教育にア
ントレプレナーシップ教育プログラムを新たに編成し，学部・大学院一貫教育の充実を図
る。

◎教務委員会，
　教育制度委員会
○リベラルアーツ教育WG，
　バイリンガル教育WG，
　共通教育WG

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① ｢グローバル技術科学アーキテクト｣養成コース学部第１年次学生の受入開始に伴い，
英語及び日本語の科目数・クラス数を増設するとともに，少人数の教育に見直した語学重
点化カリキュラム，時間割編成を全学で実施し，初年次の語学教育を強化した。また，工
学英語語彙集を本学独自に作成し，英語の講義資料として活用している。

②　リベラルアーツ教育にアントレプレナーシップ教育プログラムを新たに編成した。

③ 英語アドバイザー，日本語アドバイザー及び学習サポートルームを引き続き実施し，
それぞれの利用目的や利用人数等を把握するとともに，サポート体制の検討を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するために
は，学部入学者に対する共通基礎教
育，専門基礎教育等の初年次教育方
法を見直し，充実させた状況，学
部・大学院一貫による技術者・研究
者倫理等を含むリベラルアーツ教育
の整理・統合状況，継続状況及びそ
の成果，効果の検証等の状況のエビ
デンスを積み上げておく必要があ
る。

2 本学の特色である学部・
大学院の一貫した｢らせん型
教育｣を発展するとともに，
グローバル化教育に注力
し，先導的な工学系人材を
育成する。

学部・大学院一貫教育を
強化するため，高等専門学
校のカリキュラム，シラバ
ス等を確認し，本学カリ
キュラムとの接続性を向上
させる。

「高専－技科大シラバスデータベース」のデータ更新を継続して行う。本学ナンバリング
システムを活用したカリキュラム逆引きマップの作成に向けてシラバスの見直しを検討す
る。高専カリキュラムと本学カリキュラムの接続性を検証するためのアンケート調査を行
う。

◎教育制度委員会
　教務委員会
○高専連携推進センター，
　カリキュラム検討部会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

①　「高専－技科大シラバスデータベース」のデータ更新を継続して行った。

② 本学ナンバリングシステムを活用したカリキュラム逆引きマップの作成に向けてシラ
バスの見直しを検討した。

③ 高専本科カリキュラムと本学カリキュラムの接続性を検証するための学生アンケート
調査を行った。

④ 高専－技科大シラバスデータベース，本学ナンバリングシステム，カリキュラム逆引
きマップ，学習・教育目標達成度点検システム等の連携により，高専カリキュラムとの接
続性を検証できる「高専-技科大科目関連ナンバリングシステム」の構築について，学生ア
ンケート調査の結果も踏まえ，引き続き検討することとした。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するために
は，高専カリキュラムとの接続性を
向上させた状況がわかるエビデンス
を積み上げておく必要がある。

3 本学の特色である学部・
大学院の一貫した｢らせん型
教育｣を発展するとともに，
グローバル化教育に注力
し，先導的な工学系人材を
育成する。

高等専門学校専攻科及び
社会人等，多様な学習歴を
有する入学者に対応した，
シームレスな大学院教育を
実施する。

高専専攻科からの入学者に対し，専攻科カリキュラムと本学カリキュラムとの接続性を検
証するためのアンケート調査を行う。高専連携教育研究プロジェクト参画者に対し，研究
プロジェクトによる専攻科教育と本学博士前期課程教育の接続性や教育効果等に関する追
跡調査を行う。

◎教育制度委員会，
　教務委員会，
　高専連携推進センター,
　博士課程制度委員会
○入学試験委員会 教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 高専専攻科からの入学者に対し，専攻科カリキュラムと本学カリキュラムとの接続性
を検証するための学生アンケート調査を行った。

② 高専連携教育研究プロジェクト参画者に対し，研究プロジェクトによる専攻科教育と
本学博士前期課程教育の接続性や教育効果等に関する追跡調査を行った。

③ シームレスな大学院教育を推進するため，学部３年・大学院博士前期課程一貫教育の
共通科目にアントレプレナーシップ教育プログラムを新たに実施した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
多様な学習歴ごとの切れ目のない大
学院教育の内容を示したエビデンス
を積み上げておく必要がある。

4 本学の特色である学部・
大学院の一貫した｢らせん型
教育｣を発展するとともに，
グローバル化教育に注力
し，先導的な工学系人材を
育成する。

ジョイントディグリー・
ダブルディグリー等の質の
保証を伴った教育プログラ
ムを活用し，教育課程の国
際的通用性を向上させる。

授業と研究指導を全て英語で行う博士課程国際プログラム（博士前期及び博士後期），ツ
イニング・プログラム（博士前期），ダブルディグリー・プログラム（博士前期）を引き
続き実施するとともに，国際的な人材育成事業等を活用して外国人留学生を受け入れるた
めに必要な科目新設を行う。

◎教務委員会，
　教育制度委員会，
　国際戦略本部
○入学者選抜方法研究委員会，
　博士課程制度委員会,

グローバル工学教育推進機構委員
会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 授業と研究指導を全て英語で行う博士課程国際プログラム（博士前期及び博士後
期），ツイニング・プログラム（博士前期），ダブルディグリー・プログラム（博士前
期）を引き続き実施した。また，「JICA開発大学院連携プログラム」開始に向けて科目の
新設を行い，国際プログラム科目を充実させるとともに，学生の受入れを開始した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
国際的通用性の向上させるために活
用した教育プログラムの実績（エビ
デンス）を積み上げておく必要があ
る。

国際的通用性を向上させるものと
は何をもっていうのか整理しておく
必要がある。

　

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

Ⅰ

1

担当
事務

(1)

区分 中期目標 中期計画

年度計画

グローバル化教育の観点
から，学部入学者に対する
共通基礎教育，専門基礎教
育等の初年次教育方法を見
直し，充実させるととも
に，学部・大学院一貫によ
る技術者・研究者倫理等を
含むリベラルアーツ教育を
整理・統合し，継続して実
施する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

2 5 卓越した大学院教育プロ
グラムを充実・発展させ，
先導的な工学系人材を育成
する。

キャリアパス形成と直結
した博士課程教育リーディ
ングプログラムにより，超
大規模脳情報を高度に技術
するブレイン情報アーキテ
クトを育成する。

在籍履修学生に対し，引き続き博士課程教育リーディングプログラムを実施するととも
に，プログラムを継続的に実施するための見直しを行う。

◎博士課程教育リーディングプログ
ラム実施本部
○教務委員会，
　博士課程制度委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 複数の学内教員と，学外の研究者からなるグループ指導教員体制，企業・研究機関等
とのマッチングを基本とした研究テーマの設定，３段階の海外実務訓練等を特徴とする博
士課程教育リーディングプログラムを着実に実施し，30年度には２名のプログラム修了生
を社会に送り出した。

② 文部科学省からの補助金受給期間終了(平成31年度)後の博士課程教育リーディングプ
ログラム事業実施本部・事業推進室等の組織体制，自立的運営に係る予算等について検討
を行い，体制や予算等に係る方向性を決定した。

③ プログラムの改善に役立てるため，プログラム修了生の意見を収集するWebアンケート
システムを構築し，次年度以降，活用することとした。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成（先導的な工学系
人材の育成）を証明するには，本プ
ロクラムによる修了生の状況と，そ
の就職先との関連も示したデータを
積み上げておく必要がある。

6 卓越した大学院教育プロ
グラムを充実・発展させ，
先導的な工学系人材を育成
する。

産学連携による実践型人
材育成を始めとした各種教
育プログラムの成果を，カ
リキュラムに反映する。

起業家マインドを有する人材を育成するため，学内及び地域の学生，民間企業の若手技術
者等を対象にしたアントレプレナーシップ教育プログラムを学部・大学院博士前期課程の
カリキュラムに編成するとともに，MOT人材育成コースにも科目を新設する。テーラーメイ
ド・バトンゾーン教育プログラム等の成果のカリキュラムへの反映について，運営方法，
学生参加促進の方策も含めて継続して検討する。

◎教育制度委員会，
　教務委員会
○博士課程教育制度委員会，
　MOT-WG 教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 起業家マインドを有する人材を育成するためのアントレプレナーシップ教育プログラ
ムを，学部・博士前期課程一貫の教育プログラムとして構築し，カリキュラムに反映し
た。このプログラムについて，民間企業の技術者等の社会人向けの教育プログラム（豊橋
技術科学大学ビジネススクール）としても活用し，地域の人材育成，社会人学び直しにも
貢献した。

② MOT（Management of Technology）人材育成コースに，アントレプレナーシップ教育プ
ログラムの科目を取り入れるとともに，これに加えて，ビジネスデザイン等の科目を新設
した。

③ 長岡技術科学大学と共同して行うグローバルイノベーション共同教育プログラムにつ
いては，新たにマネジメント関係科目を履修指定科目とする「GIマネジメントコース」を
設け，科目の新設，修了要件単位への参入科目を拡大した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成（先導的な工学系
人材の育成）を証明するには，各種
プログラムの成果とは何か，それを
どうカリキュラムに反映させたの
か，それにより，どのような修了生
を輩出できたのか，就職先等のデー
タを整理，積み上げておく必要があ
る。

3 7 組織的な教育の実施と教
育課程の体系性向上によ
り，大学教育を質的に改善
する。

一体的に改定した学部・大学院の３つのポリシーに基づき，教育課程の体系性を向上する
ための点検を実施し，継続して充実させる。

◎教育制度委員会
○入学者選抜方法研究委員会，
　教務委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 教務委員会によるカリキュラムの見直しと，教育制度委員会によるポリシー改定を一
体的に行えるように，３ポリシーの点検から改善までのプロセスを確立した。点検の結
果，見直しが必要と判断したポリシーについて改定を行った。

② 教育の内部質保証を重視した組織体制，継続的なPDCAサイクルを構築するため，教育
制度委員会及び教務委員会の下に設置していた多様なワーキンググループを再編成し，意
思決定の迅速化を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
一体改定と継続的な充実に係るエビ
デンスを蓄積していく必要がある。

8 組織的な教育の実施と教
育課程の体系性向上によ
り，大学教育を質的に改善
する。

学生の主体的な学びの意
欲を高めるため，双方向授
業，自主的学修等の活用に
より，アクティブ・ラーニ
ングを充実させ，教育内
容・方法等の改善を実施す
る。

アクティブ・ラーニング実施状況アンケート調査結果を基に，双方向授業の実施状況を適
切に把握するための調査方法を検討し，アンケートを実施する。ｅ－ラーニング教材を活
用した入学前教育を実施するとともに，入学前教育の効果を検証し，問題点があれば次年
度に改善するための方策を策定する。「実務訓練諮問委員会」による助言や評価を活用
し，制度や実施上の課題を解決するための検討を行い，実務訓練を継続して改善する。｢グ
ローバル技術科学アーキテクト｣養成コース学部第４年次に海外（非母国語圏）に派遣する
グローバル実務訓練を実施する。

◎教務委員会，
　教育制度委員会
○高専連携推進センター，
　実務訓練委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 前年度のアクティブ・ラーニング実施状況調査を基に，アクティブラーニングの実施
種別を定め，各授業科目のアクティブラーニング実施状況（実施種別・割合等）をより適
切に把握する方法を確立し，実施状況を調査した。

② e-ラーニングを活用した入学前教育を実施するとともに，入学後にテストを実施する
ことで，その効果を検証し，ネイティブスピーカーとのオンライン英会話教育を導入する
など，入学後教育の改善を行った。

③ 実務訓練先の企業の関係者等，学外者で構成される実務訓練諮問委員会による助言や
評価を活用し，多面的な評価（教育効果の確認）の導入，企業と大学の情報共有の強化，
学内外への実務訓練実施に係る周知を行った。また，海外実務訓練の拡充のため，説明会
の開催及びフォローアップ，派遣先機関の開拓を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画を達成を証明するには，
学生の主体的な学びの意欲を高める
ための双方向授業，自主的学修等の
活用状況（見直し，改善状況，活用
状況）のエビデンス，アクティブ
ラーニングの充実状況のエビデン
ス，教育内容・方法等の改善状況が
わかるエビデンスを積み上げていく
必要がある。

教学マネジメントの徹底
を図り，一貫した教育体系
が構築できるよう，アド
ミッションポリシー，カリ
キュラムポリシー及びディ
プロマポリシーを平成28年
度に一体的に改定するとと
もに，継続して充実させ
る。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

9 組織的な教育の実施と教
育課程の体系性向上によ
り，大学教育を質的に改善
する。

前年度検討した授業評価アンケートの活用方法等に基づき，授業評価アンケートを実施す
る。ナンバリングシステムについて，授業科目間の重複や教育カリキュラムに年度毎に変
更がある場合も含め，シラバス，カリキュラムマップと連携して継続的に見直しを行う。

◎教務委員会，
　カリキュラム検討部会
○教育制度委員会，
　高専連携推進センター

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 個々の授業科目の実質的な改善を図るため，授業評価アンケートシステムを教員個人
評価と連携して試行的に実施し，実施後は，より実質的な授業科目の改善が図られている
か検証するとともに，課題を抽出した。

② 平成29年度に作成した，全課程統一書式によるカリキュラムマップについて，新入生
履修ガイダンスで配付し，周知を行った。さらに，カリキュラムマップとナンバリングシ
ステムの連携を図り，ナンバリングシステムの効果を高めた。洋書の教科書について，複
数の科目での併用を推進し，各授業の関連付けを高めた。

③ シラバス，カリキュラムマップを見直すため，高専カリキュラムと本学カリキュラム
の接続性を検証するアンケート調査（卒業・修了予定者アンケート）を実施した。平成31
年度以降にアンケート結果を分析し，問題点を把握することとしている。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画を達成を証明するには，
授業評価アンケート等を活用した改
善状況がわかるエビデンスを積み上
げておく必要がある。

10 国際的に通用する厳格な
成績評価を実施するととも
に，教育の質を高める取組
を継続的に実施する。

GPA制度を学部３年次に学年進行する。大学院博士前期・後期課程にGPA制度を学年進行で
導入する。GPA制度による成績評価結果等の情報共有を図るとともに，CAP制が有効に機能
しているか検証し，学生に対する履修指導や学習支援の改善を図る。実務訓練における学
修成果の具体的な把握・評価方法を継続して検討する。

◎教務委員会，
○教育制度委員会，
　実務訓練委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 成績不振学生支援のための個別指導の必要要件を定め，要件に該当する学生には，過
剰な履修登録防止のため，本学のCAP制を踏まえた履修指導や学習支援等の個別指導を，指
導教員やクラス担任を通じて組織的に行った。個別指導状況をその都度教務委員会で確認
し，早期ケア対策と修学指導を継続的に実施した。

② 学部学生に導入していたGPA制度を新たに大学院博士前期課程１年，博士後期課程１年
に導入した。また，学生本人及び指導教員が教務情報システムを通して，過去のGPAを含め
確認することができ，自己の経年成長プロセスを把握できる仕組みを整備した。さらにGPA
等の成績情報と履修情報等と連携して，学習・教育到達目標の達成度合いをシステム上で
確認できる仕組みについて引き続き検討を行った。

③ アクティブ・ラーニング必修科目である実務訓練において，訓練先の企業の関係者
等，学外者で構成される実務訓練諮問委員会による助言や評価を活用し，他面的な評価
（教育効果の確認）の導入，企業と大学の情報共有の強化，学内外への実務訓練実施に係
る周知を行った。また，海外実務訓練の拡充のため，説明会の開催及びフォローアップ,派
遣先機関の開拓を行った。

④ 教員の授業ふりかえり（授業に係る自己点検）の際に，授業アンケート結果及び成績
評価分布状況を確認できる機能を教務情報システムに導入したことにより，各教員がシス
テム上で効率的に次年度以降の授業改善等が行える仕組みを構築できた。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成状況を証明するに
は，28年度からのGPA導入，見直し
状況（28年度入学者からの年度で進
行），成績評価の公表状況，異議申
立状況等のエビデンスを積み上げて
おく必要がある。

11 国際的に通用する厳格な
成績評価を実施するととも
に，教育の質を高める取組
を継続的に実施する。

全学的な学位授与の方針
に基づいて，修士及び博士
の学位認定における審査手
続及び審査方法等を統一
し，学位論文の質を保証す
る。

博士課程制度委員会及び教務委員会で検討した修士・博士学位審査手続の改善案等に基づ
き，学位審査を実施する。実施プロセスに問題点があれば抽出し，継続して改善する。

◎教育制度委員会，
　教務委員会，
　博士課程制度委員会
○ 各専攻学位審査委員会 教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 修士論文発表会について，可能な限り全専攻で統一した方法にて開催し，判定状況の
議事録作成，教務委員会での状況報告・確認を行うことで，学位論文の質の保証を図っ
た。また，国際プログラムについても，平成31年度から修士論文発表会の議事録を作成す
ることを決定した。

② 前年度までの修士及び博士の研究指導の見直しに基づき，学位審査の実施方法等を各
系において確認した。それらを取りまとめ，各専攻に周知し，共通認識とした上で，適切
な研究指導及び学位審査等を行った。

③　博士論文投稿先として適切な学術論文誌一覧を更新した。

④ 博士課程制度委員会にて，留年学生の状況について確認し，必要なフォローを行う体
制を整備した。

⑤　博士後期課程の修業年限短縮の基準，手続等について検討を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画を達成を証明していくに
は，ディプロマポリシーに基づき，
学位認定の審査手続き，審査方法等
をどのように全学で見直し等してい
るか，エビデンスを積み上げておく
必要がある。

国際的通用性を踏まえた
ナンバリングシステムを平
成28年度から導入し，毎年
度実施する授業評価アン
ケート等を活用し，年次ご
との段階履修に配慮した改
善を継続的に実施する。

厳格で客観的・公正な成
績評価並びに学生に対する
履修指導や学修支援に活か
すため，平成28年度から
GPA制度を導入するととも
に，成績評価方法の公表等
により，組織的な学修評価
を実施する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

教育の実施体制等に関する目標 教育の実施体制等に関す
る目標を達成するための
措置

5 12 教員組織，教員間の連携
による組織的な教育・研究
指導体制を充実させる。

教員組織の分野を横断す
る兼務制度の活用により，
教員間の連携を促進すると
ともに，スーパーグローバ
ル大学創成支援事業，博士
課程教育リーディングプロ
グラム等における連携を進
め，教員組織を超えた共同
指導体制を展開する。

大学院の組織的な教育・研究指導体制を充実させるための課題を抽出し，教員組織を越え
た共同指導体制に必要な改善点の整理を行う。

◎教育制度委員会，
　教務委員会，
　博士課程制度委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 全ての専攻において，平成29年度に策定した大学院自己点検・評価の改善案に沿っ
た，大学院の教育研究活動等に係る自己点検・評価を実施し，専攻をまたいだ共通的課題
の抽出・整理を行った。

② 学生の研究分野を重視した，研究室／所属系の横断的な研究指導体制の構築について
検討を行った。

③ JICA開発大学院連携プログラム（開発途上国のリーダーとなる人材を日本に招き，欧
米とは異なる日本の近代の開発経験等を学ぶ機会を提供）において，各専攻の専門分野を
講義テーマとし，教員組織を超えた協働指導体制による科目「Japanese Industrial
Technologies and Innovations」を新設し，開講した。

④ 産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）採択に伴い，学生が共同
研究に参加し，技術者・研究者と協働しながら知識・技術を習得することを目的とした新
たなプログラム「マルチモーダル情報センシング技術者育成プログラム」について，平成
31年度設置に向けて整備を行った。

⑤ 学外・国内外の研究者と本学教員がグループ指導を行う博士課程教育リーディングプ
ログラムにおいて，特にノウハウの蓄積が重要となる海外指導教員との連携について情報
を整理し，ガイダンス資料を改訂した。

⑥ 大学院の組織的な教育・研究指導体制を充実させるための課題，共同指導体制の充実
に必要な改善点の整理を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明していくに
は，共同指導体制の状況（例えば兼
務教員の人数等を第２期の状況と比
較できるような）エビデンスを積み
上げておく必要がある。

また，共同指導体制を展開したこ
とよる成果についてもエビデンスを
積みあげておく必要がある。

6 13 教育内容や方法を深化さ
せ，教育の質を保証するた
め，社会の要請等に適応し
た教育実施体制の自己点
検・評価を継続的に実施す
る。

国際的通用性のある技術
者教育の質を保証するた
め，JABEE(日本技術者教育
認定機構)のプログラムを
全課程に展開する。

全課程で技術者教育の質を保証するため，JABEE基準による質保証を継続して行う。 ◎教育制度委員会，
　教育システム評価委員会
○教務委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

①　全課程で技術者教育の質を保証するため，JABEE基準による質保証を継続して行った。

② JABEE認定基準を満たすための資料の情報収集・提供方法を再確認するとともに，アン
ケートの内容を見直したJABEE認定用の卒業生アンケートを実施した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成状況を証明するに
は，JABEE申請・認定状況の他，指
摘，改善事項の共有，改善状況の
データを積み上げておく必要があ
る。

14 教育内容や方法を深化さ
せ，教育の質を保証するた
め，社会の要請等に適応し
た教育実施体制の自己点
検・評価を継続的に実施す
る。

大学院教育の質を高め，
体系的な大学院教育，組織
的な教育・研究指導体制を
充実させるため，外部評価
機関の評価基準等を活用
し，継続的な自己点検・評
価を実施する。

平成29年度に策定した大学院自己点検・評価の改善案に沿った大学院の自己点検・評価を
全専攻で実施する。

◎教育制度委員会
○教育システム評価委員会，
　教務委員会

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 教育研究への取組状況，学修成果を定期的に分析・評価するため，平成29年度に策定
した大学院自己点検・評価の改善案に沿った大学院の自己点検・評価を，全専攻で実施し
た。

② 大学院教育の成果・効果を確認するため，修了生アンケートを実施し，大学院自己点
検・評価と併せて大学院の教育・研究指導体制の見直し，改善方法について検討を行っ
た。また，組織的な自己点検，アンケート調査を行うための調査項目について継続して見
直しを行った。各種アンケートは，可能な限り教務情報システムに切り替えて実施し，効
率的に，効果・成果の分析を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成状況を証明するに
は，大学院評価以降の継続的な自己
点検・評価に係るエビデンスを積み
上げておく必要がある。

15 教育内容や方法を深化さ
せ，教育の質を保証するた
め，社会の要請等に適応し
た教育実施体制の自己点
検・評価を継続的に実施す
る。

前年度に検討したFD活動の改善案に基づき，FD活動を実施し，参加率90％以上を維持す
る。

◎教育制度委員会（教育評価・改善
専門部会）

教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 従来のFD活動のみならず，学生支援等の多様な領域における取組等を整理し，FD活動
の多様化や計画的な改善に資するためのFD活動年間実施計画を作成するとともに，全教員
に周知した。

② FD活動の各プログラム実施にあたっては，リマインド通知等により参加を促し，目標
とした90％を上回る95％の参加率となった。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画を達成を証明するには，
FD活動を促す体制と環境の整備の状
況と参加率を年度ごとに整理し，示
していく必要がある。

参加率の算出方法も合理的な理由
付けができるようにしておく必要が
あるのではないか。

複線的な専門分野毎の活動とは何
をいうのか，これは系等で実施して
いるFD活動のことと理解している

教育の質を保証するため
のFD(ファカルティ・ディ
ベロップメント)活動を複
線的(専門分野毎活動，全
学共通活動等)に実施する
等，FD活動への参加を促す
体制と環境を整備し，参加
率90％以上を維持する。

(2)
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

16 教育内容や方法を深化さ
せ，教育の質を保証するた
め，社会の要請等に適応し
た教育実施体制の自己点
検・評価を継続的に実施す
る。

教育課程及び教育方法等
を改善するため，学生の学
修成果評価並びに教員の教
育活動に関する評価等を実
施する。

教員の教育改善活動を組織的な改善活動に繋げるため，学生に対する授業アンケートを見
直し，教員の個人評価と連携・融合させた教員の教育活動評価を試行する。

◎教育制度委員会
○目標・評価本部
○ＩＲ本部 教務課

学長戦略企画
課

　　　　　　　　Ⅲ
　

教育活動に関する評価は，教員個
人評価の実施状況，改善状況のエビ
デンスを積み上げておく必要があ
る。

学生への支援に関する目標 学生への支援に関する目
標を達成するための措置

7 17 多様化する学生のキャン
パスライフに対応して，学
生の視点を活かした学生支
援を充実させる。

授業料減免，各種奨学金並びに本学独自の修学支援制度に関する周知方法を強化する。優
秀学生支援制度の見直しを行う。

◎優秀学生支援制度委員会
○入学者選抜方法研究委員会，
　学生生活委員会，
　学生支援本部

学生課
入試課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 昨年度改正した新たな授業料免除及び徴収猶予に関する基準により，授業料免除及び
徴収猶予を実施するとともに，非課税相当額世帯の学部学生及び日本学生支援機構給付型
奨学金受給学生について，授業料全額免除を実施した。

② より効果的な学生への経済的支援内容について検討し，新たに大学独自の奨学金とし
て「豊橋技術科学大学教育研究支援基金による奨学金（給付型）」（月２万円を支給）を
制度化した。

③ 優秀学生支援制度のあり方を学内委員会で検討し，新たに本学の就学・生活環境の改
善を提案することや，男女共同参画事業の企画や高専訪問など本学の広報活動へ参加する
ことに意欲がある女子学生に対し支援を行う「女子学生特別支援」（最大10名，月２万円
を支給）を制度化し，平成31年度より適用することを決定した。

④ 学生への情報周知について，これまで，原則講義棟の掲示板のみで行っていたが，学
生からの改善要望を踏まえ，周知方法を見直し，重要な情報については教務情報システム
を用いたWEB掲示版による周知と講義棟の掲示版による周知の２つの周知方法を並行して実
施した。

　　　　　　　　Ⅲ

非課税世帯分の学生についての授
業料免除の実施，授業料免除選考基
準の見直し，本学独自の修学支援を
基金の活用を，確実に実施してい
る。

中期計画の達成を証明するには，
経済的に困窮している学生に対する
入学料・授業料等の継続支援の状況
（実施状況，見直し状況），本学独
自の修学支援の状況（実施状況，見
直し状況）を整理して，エビデンス
を積み上げておく必要がある。

18 多様化する学生のキャン
パスライフに対応して，学
生の視点を活かした学生支
援を充実させる。

退学，休学等の学生の状況調査並びに障がいのある学生の行動等を分析し，それらの結果
を踏まえた支援（方策）を行うとともに，必要に応じ，支援体制の見直しを行う。

◎学生支援本部
○学生生活委員会，
　教務委員会，
　健康支援センター，
　教務課，
　国際課

学生課
教務課
国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 全学生における留年率及び退学率について，平成30年度は第２期中期目標期間平均と
比較し，ともに減少した。（留年率：5.6→3.8％，退学率：2.5→2.0％）

② 退学・休学等の学生のうち，学生相談室で把握している状況について，原因に対する
修学，生活等の傾向の分析を行った。

③ 合理的配慮の提供を受けている学生や支援している教職員の状況をデータ化し，配慮
内容，支援内容等のデータを蓄積・整理し，データーベース構築を検討した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
期間中の学生の退学，休学の状況の
整理・分析，第２期より減少させる
対策，成果の状況のエビデンスを積
み上げておく必要がある。

合理的配慮の状況の整理・分析，
対策，成果の状況のエビデンスを積
み上げておく必要がある。

期間中の退学率，休学率
を第２期の実績と比較して
減少させるため，学生の生
活・健康・メンタルヘルス
等の相談に関する内容の状
況，障がいのある学生の行
動等を分析し，対策を講じ
る。

経済的に困窮している学
生に対して，入学料免除，
授業料免除等の支援を継続
して実施するとともに，優
秀学生支援，豊橋奨学金等
の本学独自の修学支援制度
を充実させる。

(3)

①　前年度に策定したアンケート等実施方針に基づき，教育体制，カリキュラムレベルの
改善に繋げる各種学生アンケートを次のとおり実施した。
　○授業評価アンケート
　○卒業（修了）予定者アンケート
　○実務訓練アンケート
　○MOT企業実習アンケート
　　また，就職先企業へのアンケート調査を実施した。

②　アンケートは，可能な限り教務情報システムに切り替えて実施し，システム化によ
り，効率的に，効果・成果の分析を行った。

③　実務訓練委員会，実務訓練諮問委員会での意見を踏まえ，学生の実務訓練の学修成果
を的確に把握する評価方法について検討を行った。

④　教育課程及び教育方法等を改善するため，学生アンケート，卒業・修了生アンケー
ト，FD活動及び教員の個人評価を連携させた。

⑤　授業評価アンケート結果のふりかえり，FD活動及び教育に係る教員個人評価を連携す
る機能を教務情報システムに導入し，それによる自己点検・評価の試行を前期科目から開
始した。また，試行状況を踏まえ，教員個人評価との連携について，全教員に依頼・周知
を行った。

⑥　平成23年度から引き続き，教育職員個人評価実施要項に基づいた教員個人評価（教
育，研究，社会・地域貢献，管理運営）を実施し，評価結果を勤勉手当等に反映させた。

⑦　第２期中期目標期間に引き続き，教育制度委員会が授業評価アンケート結果等に基づ
き選考した教育特別貢献賞候補者に対し，学長が教育活動表彰を実施し，平成30年度は６
名の教員に特別貢献手当15万円（計90万円）を支給した。

⑧　業務費に対する教育経費について，平成30年度は14.3％であり，近年の全国（全86国
立大学）平均及びＢグループ（医科系学部を有さず，学生収容定員に占める理工系学生数
が文化系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人）平均をともに上回る高い水準を維持し
ている。

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

19 多様化する学生のキャン
パスライフに対応して，学
生の視点を活かした学生支
援を充実させる。

第21回学生生活実態調査結果を用いて，学生支援の強化に繋がる改善策を策定する。課外
活動施設に関する規程等の見直しを行う。

◎学生支援本部
○学生生活委員会

学生課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 学生からの意見・要望を反映させるため，昨年度に実施した学生生活実態調査結果を
分析し，特に学生からの意見が多かった食堂に対する意見について，食堂運営業者と情報
共有を行い改善策を検討する等，必要性の高い事項について学生支援強化の方法を検討・
改善した。また，例年に引き続き，学生が直接学長へ意見・要望を伝える場として，学長
と学生との懇談会を実施し，学生から見た学内における生活及び修学環境の整備について
の課題を整理した。

② 課外活動の利便性を図るため，課外活動施設に関する規程等を見直し，学生生活委員
会において「クラブハウスの運用について」を定めた。

③ 狭あい環境が問題となっていたウエイト系トレーニング場について，新たにトレーニ
ングジム施設を新設した。当該トレーニングジムを安全に利用するための利用講習会を定
期的に開催し，参加者に「トレーニングジム利用講習会受講証明書」を発行した。

④ 平成30年度末で６棟全てが完成したグローバル学生宿舎について，ハウスマスター
（事務職員）とレジデント・アシスタント（学生）とのミーティングを定期的に行い，宿
舎生活における問題点を把握し，改善策を検討した。学生宿舎においても，フロアリー
ダー（学生）と学生課職員との意見交換会を行い，学生宿舎における生活環境等につい
て，学生から直接意見を収集することにより，問題点を把握し，改善策を検討した。

⑤ 学生を業務に起用し就業意識を育む学内ワークスタディ制度を活用し，学内清掃活動
及び駐輪場の放置自転車等撤去作業を行い，学内環境保全を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画を達成を証明していくに
は，学生の要望を把握する方法ごと
に整理しつつ，事業計画，改修計画
と実施状況，学生の満足道のエビデ
ンスを積み上げておく必要がある。

8 20 本学の特色である長期実
務訓練及び多様な産学連携
による産業界とのつながり
と活発な国際交流等を活か
した就職支援体制を充実さ
せる。

国内外の企業とのネット
ワーク及び同窓会(海外含
む)を活用し，日本人及び
留学生の就職支援体制を強
化する。

各企業等と連携し，人事担当者等からの就職情報の提供並びに就職ガイダンス，セミナー
等の開催による企業の仕事内容に関する最新情報の提供を，学生に対し行う。システムを
用いた就職支援を試行する。

◎学生支援本部
○学生生活委員会，
　実務訓練実施委員会，
　国際交流センター，
　国際課

学生課
国際課
教務課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 新たに就職情報管理システムを導入し，求人情報に加え，企業主催のインターンシッ
プ情報を閲覧できるようにし，学生の就職活動の利便性を向上させた。

② 日本での就職を希望する留学生に対し，留学生向けに特化した就職ガイダンスや学内
企業説明会を５回実施し，うち３回はバイリンガル対応する等，就職活動支援を行った。

③ 就職支援の一環として，地元企業等の主催により，ランチ代を企業が負担し，本学の
食堂にて企業と学生が少人数で交流するサービス「モグジョブ」（年４回，計11日間）を
実施し，参加企業及び学生から高い評価を得た。また，東三河広域連合が主催する，企業
と学生が少人数で交流する「まじカフェ」（年１回，５日間）を本学にて実施し，地元企
業と学生とのマッチングを図った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
国内外の企業とのネットワークを明
確にしつつ，それら並びに国内，国
外の同窓会をどのように活用して，
就職支援体制を強化したか，エビデ
ンスを積み上げておく必要がある。

21 本学の特色である長期実
務訓練及び多様な産学連携
による産業界とのつながり
と活発な国際交流等を活か
した就職支援体制を充実さ
せる。

キャリア教育，就職支援
を改善するため，卒業・修
了後の追跡調査等を期間中
に２回以上実施する。

第３期中期目標期間中第１回目の卒業・修了後の追跡調査等を実施する。 ◎学生支援本部
○学生生活委員会，
　教務委員会，
　国際交流センター，
　国際課，
　教務課

学生課
教務課
国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 卒業生・修了生に対し「学部卒業生の教育成果等に関するアンケート」及び「大学院
修了生の教育成果等に関するアンケート」を実施し，本学が実施した就職支援の有効性等
について調査を行った。

② 企業説明会等に参加した卒業生，修了生に対し，就職等に関するアンケートを実施
し，幅広い年代から回答を得た。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
期間中に２回以上行う，卒業・修了
後のアンケートの検討状況，実施状
況，追跡調査の共有状況，反映状況
の，エビデンスを積み上げておく必
要がある。

入学者選抜に関する目標 入学者選抜に関する目標
を達成するための措置

9 22 技術科学への探究心を
もった学生を多面的・総合
的に評価する入学者選抜を
実施する。

22-01 学部１年次の入試制度改革方針を決定し，平成33年度入試（平成32年度実施）から
の導入に向け，入学志願者の受験準備へ配慮した予告等を公開する。学部３年次及び大学
院入試については，入学者の本学における成績等を分析し，選抜方法変更等の検討を開始
する。

◎入学者選抜方法研究委員会

入試課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 学部１年次入試改革に係る基本方針を決定し，受験生の受験準備に配慮するルールに
基づき，大学公式ホームページに事前予告を公表した。

② 高等教育無償化の議論を踏まえた本学独自の学生支援制度を導入するため，学部３年
次入試については，特別推薦入試と推薦入試を統合（特別推薦入試の廃止）する等，基本
方針を決定した。

③　大学院入試については，英語外部試験を活用する等，基本方針を決定した。

④ 学部入試改革として，平成31年度実施入試から，英語の学力試験をマークシート方式
に変更することを決定した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
学部，大学院ごとにグローバルに活
躍できる人材を選抜する入学者選抜
方法の確立・継続の状況（試験内容
等，実施状況，志願・入学状況，検
証状況等）のエビデンスを積み上げ
ておく必要がある。

多文化共生・グローバル
キャンパスを実現するた
め，学部，大学院のそれぞ
れの段階でグローバルに活
躍できる人材を選抜できる
よう，入学者選抜方法を平
成30年度までに確立し，継
続して実施する。

(4)

学生生活実態調査，学生
アンケート等を活用し，学
生の要望を的確に把握しな
がら，老朽化，狭あい化し
た課外活動施設及び学生宿
舎等の改善を，継続して実
施する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

23 技術科学への探究心を
もった学生を多面的・総合
的に評価する入学者選抜を
実施する。

23-01 多様な学生の獲得のため，高専専攻科修了生を対象とした入試を整理・充実する。
社会人学生の獲得のため，社会人入試の出願資格の緩和等，出願しやすい制度への変更を
検討する。

◎入学者選抜方法研究委員会

入試課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 「専攻科グローバル・リーダー育成特別入試」の出願要件である「専攻科グローバ
ル・リーダー育成インターンシップ」の受講希望者が２年連続でいなかったことから，高
専専攻科生向け入試制度について見直し，「専攻科グローバル・リーダー育成特別入試」
を「専攻科修了生推薦入試」に統合し，高専専攻科生からわかりやすい入試制度にした。

② 高専専攻科修了生推薦入試において，指導を希望する本学教員と研究内容に係る相談
を事前に実施することによって，学生の研究力の確認と研究面でのミスマッチ解消に努め
た。

③ ｢入学する年度の前年度末までに同一の企業等に約２年以上正規職員として勤務」を出
願資格としていたため，転職やグループ企業内の異動等により出願できないという問題が
あった社会人向け入試の現行制度を変更し，社会人から出願しやすい制度にした。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
専攻科GLインターンシップと，専攻
科グローバル・リーダー育成特別入
試の状況を整理しつつ，この入試に
おいて，研究力の評価を加えている
か，評価の基準等がわかるエビデン
スの積み上げる必要がある。

研究に関する目標 研究に関する目標を達成
するための措置

研究水準及び研究の成果等に関
する目標

研究水準及び研究の成果
等に関する目標を達成す
るための措置

10 24

★

本学の強みである先端融
合研究創成分野，実践的技
術分野及び関連分野等の先
端的研究を推進する。

国内外の研究機関や企業とマッチングファンド形式によるイノベーション協働研究プロ
ジェクトの研究成果を検証し，社会実装・社会提言に結びつく研究を推進・拡大するた
め，平成31年度以降の公募の制度設計を行う。

研究支援課

① イノベーション協働研究プロジェクトは，平成28年度から開始した３年間のプロジェ
クトであることから，平成30年度は，終了する18プロジェクトの研究成果の検証・評価
（概算要求の戦略のKPIを含めた評価指標の達成状況を検証）を実施した。また，平成29年
度以降から開始し，次年度に継続するプロジェクトについても中間報告会を行い，進捗等
を確認した。また，31年度からの公募にあたり，予算規模の大きな新たな区分を設け，大
型プロジェクトの推進を図った。
【平成30年度実施プログラム】
　○創発型システム研究部門　12件（継続：11件，新規１件）
　○社会システム研究部門　　５件（継続：５件）
　○先端(融合)研究部門　　　３件（継続：３件）

② 研究力拡充方策の一つとして，昨年度に引き続き，全学の横断的な議論を行う場とし
て，平成30年７月に学長主催の「研究発展戦略，大学機関等連携意見交換会」を開催し，
教職員128名が参加した。技術科学イノベーション研究機構，EIIRISの重点強化，先端共同
研究ラボラトリー，イノベーション協働研究プロジェクト，若手教員支援，共同研究にお
ける間接経費等について，活発に意見交換を行った。

③ これまでのイノベーション協働研究プロジェクト実施状況や学内の意見聴取（各系等
と学長・理事の面談，全学対象の研究発展戦略等，大学機関等連携に係る意見交換会等）
により，平成31年度以降のプロジェクト公募制度を見直し，既存のものに加え，｢組織｣対｢
組織｣の大型共同研究獲得を推進するプロジェクト（多角的な産学共同研究を推進するた
め，他大学との連携も推奨）を数件採択する制度設計とした。11月に学内公募を開始し，
13件の応募があり，３月の書面審査及び４月のヒアリングを経て，５月に10件の採択を決
定した。

　　　　　　　　Ⅲ

年度計画を着実に実施していると
ともに，プロジェクトの研究成果の
検証・評価を実施しつつ，数多く進
めており，評価できる。

中期計画の達成を証明するには，
中期計画に掲げる事項毎の数値目標
（概算要求の戦略のKPIの評価指標
と連動含む。）に対する取組，実績
を積み上げておく必要がある。

25 本学の強みである先端融
合研究創成分野，実践的技
術分野及び関連分野等の先
端的研究を推進する。

技術科学イノベーション研究機構で推進するイノベーション協働研究プロジェクト等を通
して，それぞれの分野における基礎研究から応用開発研究への展開をさらに進める。若手
研究者を中心とした独創的研究・挑戦的萌芽研究を推進するため，科研費アドバイザーに
よる支援等を実施する。

◎研究推進アドミニストレーション
センター（研究戦略室）

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 「イノベーション協働研究プロジェクト」での応用研究開発を組織間連携により推進
するための立案・支援について，URA及びコーディネーターにより継続して実施した。

② 若手研究者の独創的研究・挑戦的萌芽研究を推進するため，今年度も科研費の採択実
績が豊富な教員を科研費アドバイザーとして任命し，申請書チェックを実施するととも
に，科学研究費助成事業に関する説明会を企画・開催した。加えて，科研費採択率向上の
実績・ノウハウを持つ外部講師による講演会を行った。

③ 本学の研究論文数の現状について，分析ツール（Web of Science Profiles）を活用
し，全学的および学系別，研究者別等の調査・分析を行った。平成30年度から追加導入し
たデータベース「INSPEC」を活用し，特に情報系分野の分析精度を向上させた。また，科
研費採択状況について種目毎の応募・採択実績の調査と分析を行った。これらの詳細分析
結果を基に，論文生産数量，科研費採択に関する新たな改善策を検討した。

④ この他，本学の英語論文生産力の一層の向上のため，RACによる英語論文の校正及び英
語オーラルプレゼンテーション指導，学長裁量経費による論文発表等に係る経費支援を実
施した結果，平成30年度は，前年度比で論文数5.6％（211→223本），国際共著論文数
41.6％（48→68本）の増加に結びついた。

⑤ 業務費に対する研究経費について，平成30年度は15.0％であり，近年の全国（全86国
立大学）平均及びＢグループ（医科系学部を有さず，学生収容定員に占める理工系学生数
が文化系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人）平均をともに上回る高い水準を維持し
ている。

⑥ 外部資金比率は平成25年度から５年連続で増加しており，第２期中期目標期間最終年
度の平成27年度と比較すると40.0％増加（10.9→15.3％）している。

　　　　　　　　Ⅳ

業務費に対する研究経費を高い水
準で維持していること，外部資金比
率は平成25年度から５年連続で増加
し，平成27年度と比較すると40.0％
増加していることから，年度計画を
上回って実施していると評価でき
る。

中期計画の達成を証明するには，
中期計画に掲げる事項毎の数値目標
（概算要求の戦略のKPIの評価指標
と連動含む。）に対する取組，実績
を積み上げておく必要がある。

2

(1)

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

国内外の研究機関と施設
を共有して特定先端研究を
実施する先端共同研究ラボ
ラトリーや，企業等とオー
プンアプリケーション方式
による効果的な融合研究を
進めるための共同研究プロ
ジェクト等を，合わせて３
つ以上立ち上げる。
社会実装を目指した新しい
価値を創造する研究，地域
社会等に密着した課題解決
型研究，特定分野の世界最
先端研究を行い，社会実装
につながる研究成果を３件
以上，社会提言につながる
研究成果を３件以上上げる
とともに，期間中の最先端
研究に係る論文数・引用数
を第２期の実績と比較して
増加させる。

技術科学に対する能力・
適性を多面的・総合的に評
価するため，大学院入試に
おいて，高等専門学校等に
おける学力だけでなく，研
究力の評価を加えた入学者
選抜を実施する。

それぞれの分野において
基礎研究から応用研究への
展開を図るとともに，学術
的，技術的又は社会的イン
パクトが大きく，イノベー
ションにつながることが期
待できる研究を実施する。
また，特に若手研究者を中
心とした独創的研究，挑戦
的萌芽研究を推進し，期間
中の科研費の採択，研究論
文数等，外部資金の獲得等
を第２期の実績と比較して
増加させる。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

研究実施体制等に関する目標 研究実施体制等に関する
目標を達成するための措
置

11 26 研究環境と研究の質を向
上させるため，研究推進ア
ドミニストレーションセン
ターを充実させる。

研究戦略・知財戦略・産学連携戦略を推進するとともに，研究推進アドミニストレーショ
ンセンターのさらなる機能・体制強化に向けた方策を立案する。

◎研究推進アドミニストレーション
センター（研究戦略室）

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 本学研究力の調査分析として，クラリベイト・アナリティクスの学術データベースWeb
of Science（WoS)を活用したWoS論文数、Top 100 journal論文数、Top 10％論文数等の調
査・分析を行い，３ヶ月毎に定点観測による分析結果を学長及び教育研究評議会等に報告
した。また、情報系分野の分析精度向上のために、INSPECを導入した。

② 科学研究費補助金、企業等との共同研究経費、受託研究経費等の獲得状況の調査・分
析を行った。イノベーション協働研究プロジェクトの推進等により，平成30年度は，特に
受託研究が件数，受入金額ともに増加した。主な増加としては次のものがあげられる。
　○昨年度比
　　・受託研究：件数19.6％（11件）増，金額35.1％（142,943千円）増
　○第２期平均比
　　・共同研究：件数49.4％（13件）増，金額43.4％（119,576千円）増
　　・受託研究：件数19.6％（11件）増，金額44.9％（142,943千円）増

③ 研究戦略室，産学連携推進室，知的財産管理室，技術科学支援室の４室で構成してい
た研究推進アドミニストレーションセンターについて，業務の見直し等を行い，産学官連
携におけるリスクを適切かつ一元的にマネジメントするため新たに「産学官連携マネジメ
ント室」を設置し，URAを配置して活動を開始した。

④ 機能・体制の強化に向けた方策として，国立研究開発法人科学技術振興機構（以下，
JSTという）が実施する「産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）・
共創プラットフォーム育成型」に申請し，採択された。この採択に伴い，学生が共同研究
に参加し，技術者・研究者と協働しながら知識・技術を習得することを目的とした新たな
教育プログラム「マルチモーダル情報センシング技術者育成プログラム」について，平成
31年度設置に向けて整備を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
中期目標が研究循環と研究の質を向
上させるため，研究推進アドミニス
トレションセンターの充実であるの
で，同センターの研究戦略・知財戦
略・産学連携戦略を立案する機能と
体制を強化した実績（時期，具体の
強化内容，指標等）を積み上げてお
く必要がある。

27 研究環境と研究の質を向
上させるため，研究推進ア
ドミニストレーションセン
ターを充実させる。

期間中の外部資金受入額
を，第２期の実績と比較し
増加させるよう，競争的資
金獲得までの支援及び獲得
後の支援体制を継続して強
化する。

プレアワード支援及びポストアワード支援を継続するとともに，社会実装の実現性・イン
パクト等の観点からテーマを評価し，メリハリのある重点支援を行う。産学連携活動及び
技術移転活動を推進するため，出展する展示会を厳選し，研究シーズに関する情報を効果
的に発信する。

◎研究推進アドミニストレーション
センター（産学連携推進室）
○研究支援課社会連携支援室

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① URA及び科学技術コーディネーターによるプレアワード（プロジェクトの企画から設
計、調整、申請までを担う）支援として，JSTの「A- STEP」（大学・公的研究機関等で生
まれた国民経済上重要な科学技術に関する研究成果を基にした実用化を目指す研究開発
フェーズを対象とした技術移転支援プログラム）の採択に向けた説明会及びJSTマッチング
プランナーと連携した支援等を行った。また，ポストアワード（プロジェクト採択後の適
正な運営に関する）支援として，新規・継続重点支援テーマの支援課題の明確化と行動計
画を立案するとともに，支援終了テーマの実績評価とフォローアップ，イノベーション協
働研究プロジェクトの進捗フォロー，参画企業との連携支援，報告書作成支援を行った。

② 地元の大手自動車部品製造会社をはじめとした地域企業との包括連携を継続した。ま
た，科学技術コーディネーターが中心となり，新技術説明会等の企業のニーズ・研究者の
のマッチング活動を継続して行った。

③ 知の拠点あいち重点研究プロジェクトについて，第２期中期目標期間の設定目標達成
に向けたフォローと参画企業との連携支援，最終報告書の作成を行った。重点研究プロ
ジェクトは，地域の企業の参加が要件となっており，地域企業との連携強化に繋がった。

④ 産連活動PRの展示方法や展示会等で活用する研究紹介等に係る他大学の事例調査を行
い，本学の研究シーズに関する情報の発信方法の有効性について検証及び見直しを行っ
た。また，他大学との連携体制強化による技術移転活動の活性化として，東海５大学産学
連携コンソーシアムを活用し，三菱ＵＦＪ銀行主催の企業向け技術説明会に参加した。

⑤ 愛知県の施策に対応した技術シーズの提供とプロジェクト化を推進し，地域における
効率的な連携活動のための委員会・イベント参加の重点化を進め，行政機関との連携によ
る地域企業との連携強化を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
中期目標が"研究循環と研究の質を
向上させるため，研究推進アドミニ
ストレションセンターの充実”であ
るので，同センターの競争的資金獲
得までの支援及び獲得後の支援体制
の強化した実績（時期，具体の強化
内容等）を積み上げておく必要があ
る。

＊何をもって競争的資金獲得までの
支援及び獲得後の支援体制の強化を
図るのか，その具体の指標を整理し
ておく必要がある。

支援体制の強化による成果の実績
等も積み上げておく必要がある。

28 研究環境と研究の質を向
上させるため，研究推進ア
ドミニストレーションセン
ターを充実させる。

共同研究・産学連携等に伴う交渉の内容を随時契約書雛形に反映させる。共同研究・産学
連携等に係る海外との契約に関する実務や研修会等を通じて，業務のグローバル化の問題
点を抽出する。昨年度整備した産学官連携リスクマネジメント体制の下で，安全保障貿易
管理に関する研修会，説明会等を開催する。

◎研究推進アドミニストレーション
センター（知的財産管理室）
○国際課
　会計課 研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 共同研究，受託研究及び知財・技術移転に関する契約書雛型等について見直し，一部
試行を行うとともに業務マニュアルを作成した。

② 知財や契約等に関する研修会や講演会の開催を検討するとともに，JST及びINPIT等が
開催するセミナーを活用し，所属職員URA及びコーディネーターの人材育成を推進した。ま
た，業務のグローバル化に対応するため契約書雛形の英語版を作成した。

③ 本学教職員を対象に，産学官連携リスクマネジメントに係る学内説明会等を開催し
た。

④ 安全保障貿易管理を強化した体制を整備するとともに，電子申請システムの導入検討
を行った。また，東海地区の私立を含む８大学による安全保障輸管理に関するネットワー
クの発足に協働し，参画した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
中期目標が"研究循環と研究の質を
向上させるため，研究推進アドミニ
ストレションセンターの充実”であ
るので，同センターの知財の創出か
ら権利化・活用までの総合的な支援
と，知財に関する産学連携活動の支
援のため，国際特許・国際法務を扱
える職員等を配置し，特許業務，契
約業務のグローバル化に対応できる
体制を強化した実績（時期，具体の
強化内容等）を積み上げておく必要
がある。

＊国際特許・国際法務を扱える職員
等の配置の「職員等」とは，どこま
でを対象とするか整理しておく必要

研究力強化促進の観点か
ら，学術研究及び科学技術
政策の動向並びに本学の研
究力及び外部資金情報の調
査分析等を基礎として，研
究戦略・知財戦略・産学連
携戦略を立案する機能と体
制を強化する。

知財の創出から権利化・
活用までの総合的な支援
と，知財に関する産学連携
活動の支援のため，国際特
許・国際法務を扱える職員
等を配置し，特許業務，契
約業務のグローバル化に対
応できる体制を強化する。

(2)
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

29 研究環境と研究の質を向
上させるため，研究推進ア
ドミニストレーションセン
ターを充実させる。

学内共同利用機器の集中管理，研究設備マスタープランの改定，並びに異分野融合研究の
創出を目指した設備・機器の整備，維持及び運用を行う。

◎研究推進アドミニストレーション
センター（技術科学支援室）
○総務課

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 全学の研究機器の集中管理と共用化を推進するため，研究機器管理者に学内共同利用
機器の使用状況等を確認し，機器一覧に反映させ，学内ホームページにて公開・情報共有
した。また，本学が持つ研究機器の有効活用のため，学外者が利用可能な共同利用機器を
拡大した。

② 共同利用機器アンケートを実施し，その結果を基に研究設備マスタープランを見直
し，改定した。

③ 研究機器を利用した異分野融合研究を推進するため，29年度採択の文部科学省先端研
究基盤共用促進事業（新たな共用システム導入支援プログラム）により，エレクトロニク
ス先端融合研究所に導入した共用システム登録機器について，利用に係る講習会や利用者
への技術サポートを行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
中期目標が"研究循環と研究の質を
向上させるため，研究推進アドミニ
ストレションセンターの充実”であ
るので，同センターに異分野融合研
究を支援するため，の高度技術教職
員を配置状況，学内共同利用状況の
把握，異分野融合研究に係る設備・
運用を強化した実績（時期，具体の
強化内容等）を積み上げておく必要
がある。

支援体制の強化による成果の実績
等も積み上げておく必要がある。

社会との連携や社会貢献及び地
域を志向した教育・研究に関す
る目標

社会との連携や社会貢献
及 び 地 域 を 志 向 し た 教
育・研究に関する目標を
達成するための措置

12 30

★

本学の有する知や研究成
果を活用し，豊かで持続可
能な｢地域の未来｣創生に貢
献する。

「社会連携推進センター」を中心に，本学の社会連携に関する諸活動について検証し，理
工系人材育成事業や教育機関等と連携した事業の内容を見直す。地域との連携について，
協定を結ぶ自治体との連携協議会を引き続き開催するとともに，各種連携事業について検
証を行い，連携強化のための新たな取組について，自治体担当と協議する。

◎社会連携推進センター

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
地域の公共団体・企業等との協定・
協議会等の状況を整理，課題等を分
析し，連携・協働体制を強化した実
績（時期，具体の強化内容等）を積
み上げておく必要がある。

協議会等を通じての連携・協働体
制の強化策，強化を判断する具体の
指標が必要

強化による成果の実績等も積み上
げておく必要がある。

異分野融合研究を支援す
るため，高度な技術を持つ
教職員を配置するととも
に，学内の共同利用機器を
把握し，本学が推進する異
分野融合研究に係る設備・
機器の運用・整備体制を強
化する。

3

社会連携を推進するセン
ターを設置する。
センターが中心となり，防
災，環境，農業及び高齢化
等の地域課題解決並びにイ
ノベーション創出に貢献す
るため，地域の公共団体・
企業等との協定・協議会等
を通じて連携・協働体制を
強化する。

① 平成30 年度は，社会連携に関する以下の諸活動について，事業内容の検証・見直しを
行うとともに，各自治体担当者等と連携を取りつつ実施した。

ア． 社会連携推進センターにおいて，本学の社会連携活動の検証を行うとともに，連携強
化の取組について自治体等と検討

イ． 理工系人材育成事業の一環として，豊橋市，近隣大学，近隣高校等と連携し「マレー
シア学生豊橋スタディツアープログラム」実施

ウ． 豊橋市が実施する「地域未来塾ステップ」の学生講師募集を学内周知

エ． 豊橋市との「連携・協力に関する協定」に基づく「地域連絡協議会」を開催し，平成
30 年度の相互の連携について検討

オ． 田原市との「連携・協力に関する協定」に基づく「地域連絡協議会」を開催し，平成
30 年度の相互の連携について検討

カ． 東三河ビジョン協議会（愛知県，東三河８市町村，東三河広域連合，経済団体，大学
等で構成）に参画し，年３回の協議会，年５回の企画委員会に出席

キ． 東三河広域経済連合会が主催する「ものづくり博in 東三河2018」において，講演及
びブース展示・実演を実施

ク． 豊橋市役所にて豊橋市大学連携調査研究費補助金の平成29 年度採択事業における研
究成果の展示ケ． 豊橋市主催の企業誘致説明会（大阪市で開催）へ講師を派遣

コ． 豊橋市・豊橋商工会議所・豊橋市内高等教育機関と相互の人的・知的資源の交流と物
的資源の活用を図り，多様な分野で協力することを目的に「連携・協力に関する協定」を
締結。当該協定に基づき「豊橋産官学連携推進会議」を開催し，豊橋市，地域産業界，地
域教育機関との更なる連携・強化について検討

サ． 豊橋市内の企業，自治会，大学，商工会議所等まちの民間主導による駅前周辺エリア
マネジメント活動を行う「豊橋まちなか会議」に参画し，設立総会にて本学が法人会員
（役員・理事）に就任

シ． 湖西市との多面的な包括協定を念頭に，具体的な連携項目について協議を行い，平成
31 年４月より湖西市における水道事業，バス運行などの交通事業において協力を行うこと
を決定

② 豊橋市大学連携創生事業費補助金の募集について学内周知を行い，本学から２件が採
択された。

③ 豊橋市主催の「学生がつくる企業PR デザインコンテスト」において，２名の学生が優
秀賞に選出された。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

31

★

本学の有する知や研究成
果を活用し，豊かで持続可
能な｢地域の未来｣創生に貢
献する。

地域の課題解決や高度技術者育成につながる社会人向け人材育成プログラムを開講する。
職業実践力育成プログラムに関し，継続認定に向けた点検・評価を行う。一般市民向け公
開講座等について，昨年度実施した地域の教育・文化向上への貢献に関する検証を踏ま
え，新たな講座の開講を計画する。

◎社会連携推進センター

研究支援課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

①　「社会人向け実践教育プログラム」として，新規事業の「ビジネススクール」を含め
産業技術科学分野(９講座)及び地域社会基盤分野(４講座)を開講した。「職業実践力育成
プログラム（BP）」としては，新たに「東三河防災カレッジ」が認定され，合計３テーマ
となった。

②　地域の産学官が連携する「社会人キャリアアップ連携協議会」に参画し，協議会ホー
ムページでの人材育成プログラムの共有やシンポジウム・講演会等を通して，東三河地域
の人材育成に寄与した。また，協議会のメールマガジン等により本学で実施する人材育成
プログラムやリサーチセンター事業，一般公開講座等についても広く周知を行った。

③　「社会人キャリアアップ連携協議会」ジェネカフェに本学教員を講師として派遣し
た。

④　「社会人向け実践教育プログラム」における各種教育事業に係る評価を行うワーキン
ググループを設置し，受講者及びその上司へのアンケートも用い，「講座の質の確保と満
足度」，「安定した受講者の獲得」等の４項目を評価項目として，評価を実施した。

⑤　この評価に基づき，次年度の講座開講に向け，開設講座を見直し，平成31年度開講科
目のうち１講座を廃止することとし，新たに，よりニーズの高い講座を３講座開設するこ
ととした。また，継続して開講する科目について，評価内容を反映し，開講時期など実施
内容の改善を図り，平成31年４月より実施する内容を決定した。

⑥　平成31年度から開講する講座のうち，受講者数が多いものについては，受講者の利便
性向上及び業務の効率化のため，WEBフォームにより受付をすることとし，平成30年度はこ
の事前準備を行った。

⑦　地域の課題解決や高度技術者育成につながる社会人向け実践教育プログラムへの積極
的な取組を行い成果をあげてきたことにより，新聞社（中日新聞社）により特集記事が組
まれ，広く報道された。

⑧　職業実践力育成プログラム（BP）の継続認定に向け，「最先端植物工場マネージャー
育成プログラム」を含め，人材育成事業について，点検・評価を実施した。この点検・評
価を行うにあたり，有識者及び地方自治体等の関係者により構成される，先端農業・バイ
オリサーチセンター人材育成事業運営委員会委員を開催し，プログラム実施上の評価を実
施した。また，愛知県東三河総局，東三河広域経済連合会，豊橋市，東三河の高等教育機
関等により構成されている社会人キャリアアップ連携協議会において，本プログラム全般
について評価を実施した。

⑨　自己点検・評価をより実効性の高い内容とするため，職業実践力育成プログラム
（BP）の継続認定のための点検・評価を行う外部評価委員会の設置を決定し，学外の有識
者３名による外部評価委員を選出した。今後第三者からの評価を含め，実施報告書を作成
することとしている。

⑩　社会連携推進センター会議において，一般公開講座の受講状況及び受講者アンケート
の結果に基づき，新たな講座について検討を行った。

⑪　市民に関心の高い「環境・エネルギー」を題材にした一般公開講座「持続可能な社会
の実現に向けた先端科学技術」を開講した。

⑫　豊橋市生涯学習市民大学トラム３大学報告会において，昨年度に３大学が実施した市
民大学トラムの受講状況及び受講者アンケートの結果に基づき，受講者のニーズについて
検討を行うとともに，社会連携推進センター会議において，本学市民大学トラムの新たな
講座の開講に向け検討を行った。

⑬　豊橋市生涯学習課と連携し，地域の特性を活かした「まち，ひと，しごと」を題材に
した市民大学トラム豊橋技術科学大学連携講座「まちのデザインスクール」を開講した。
本講座は地元ケーブルテレビで放映される等，高い関心を集めた。

⑭　ものづくり博2018にて，企業と合同で公開講座「施設園芸における生産支援ロボット
の研究開発」を実施した。また，エレクトロニクス先端融合研究所及び各リサーチセン
ターを中心に研究内容を紹介する体験型の特別展示を行った。

地域等の課題解決，高度
技術者育成等につながる社
会人向けの実践教育プログ
ラムを２件以上実施すると
ともに，地域の教育・文化
の向上に貢献するため，市
民向け公開講座を継続して
実施する。

　　　　　　　　Ⅳ

年度計画を着実に実施していると
ともに，計画を上回る数の「社会人
向け実践教育プログラム」を実施し
ていることから，評価できる。

中期計画の達成を証明するには，
地域等の課題解決，高度技術者育成
等につながる社会人向けの実践教育
プログラムを継続，見直し，発展等
させた実績，地域の教育・文化の向
上に貢献するための市民向け公開講
座を継続，見直し，発展させた実績
実績（時期，具体の強化内容等）を
積み上げておく必要がある。

社会人向けプログラムは現時点
で，中期計画を達成できていること
になるが，社会人の教育プログラ
ム，市民向け公開講座の貢献度を測
る指標等を用意し，結果も含めて整
理していく必要があるのではない
か。

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

32 本学の有する知や研究成
果を活用し，豊かで持続可
能な｢地域の未来｣創生に貢
献する。

地域の教育機関との連携
や，本学の教育・研究活動
を通して，小学生・中学
生・高校生向けの理工系人
材育成事業を継続的に実施
する。

人材育成講座の見直しにより新たに策定した実施計画に基づき，地域の教育機関と連携し
て，小学生・中学生・高校生向けの理工系人材育成事業を実施する。

◎社会連携推進センター
○入試課

研究支援課

その他の目標 その他の目標を達成する
ための措置

グローバル化に関する目標 グローバル化に関する目
標を達成するための措置

13 33

★

｢大学改革｣と｢国際化｣を
全学的に実施し，国際的通
用性を高め，ひいては国際
競争力を強化するととも
に，これまでの実績をもと
に，更に先導的試行に挑戦
し，多文化共生・グローバ
ルキャンパスを実現し，我
が国の社会のグローバル化
を牽引するための取組を進
める。

「グローバル技術科学アーキテクト」養成コース開始２年目として，３年次編入の教育を
年次進行させるとともに，学部１年次入学生の受入れを開始する。スーパーグローバル大
学創成支援事業の中間評価（平成29年度実施）結果を参考に必要な改善策を検討するとと
もに，海外実務訓練比率13％程度，海外留学経験者数５％程度を維持する。

◎スーパーグローバル大学創成事業
推進本部
○入試委員会，
　教務委員会，
　実務訓練委員会，
　グローバル工学教育推進機構，

グローバル工学教育推進機構委員
会（入試課，教務課，学生課）

国際課

多文化共生・バイリンガ
ル講義比率70％以上，海外
留学経験者数８％以上，海
外実務訓練比率を13％以上
とする等，学部・大学院一
貫によるグローバル化教育
を全課程・専攻で実施する
とともに，コース修了基準
のひとつがTOEIC730相当の
｢グローバル技術科学アー
キテクト｣養成コースを設
置し，高い語学力，技術
力，世界に通用する能力を
有し，グローバルに活躍す
る先導的上級技術者を育成
する。

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

4

(1)

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 海外実務訓練への参加を促すため，平成30年４月に参加希望者を対象に説明会を実施
し，希望学生数を把握した。その後，説明会のフォローアップを行い，海外実務訓練72名
（昨年度比1.4倍），課題解決型長期インターンシップ５名を派遣し，海外実務訓練比率
17％（77/452名）となった。また，派遣先機関拡充のため，昨年度に引き続き，教員が海
外の機関を訪問し，受入機関の新規開拓に努めた。さらに，マレーシア・ペナン地域への
企業派遣については，これまではスタートアップのためグローバル工学教育推進機構の教
員が対応してきたが，実務訓練委員会・各系の教員を主体とする全学的な推進体制へと移
行し，対応教員数を増強した。

② 海外留学希望者への案内のため，海外留学に関する最新情報を大学公式ホームページ
に随時掲載するとともに，海外留学経者によるセミナーを開催し，海外留学の推進を図っ
ている。その結果，ダブルディグリー・プログラム，マレーシア・ペナン海外研修，海外
実務訓練・インターンシップ等，計120名が海外留学を経験し，海外留学経験者比率は
6.6％（120/1,830名）となった。

③ GAC開始２年目となり，平成30年度の在籍者は，学部１年次10名，学部３年次47名，学
部４年次40名の計97名となった。GAC開始とともに全学的に推進している「英日バイリンガ
ル講義」の比率は46.6％（486/1044科目）となった。

④ 平成31年度から開始するGACの大学院新カリキュラムである「グローバル・リーダーズ
演習」（海外でのワークショップにリーダーとして参加，企業経営者等による特別演習
等）について，カリキュラムの開発を進め，平成30年10月に試行した。参加学生から好評
であり，次年度の本格実施に向けた準備を進めている。

⑤ 平成31年度４月入学のGAC１年次募集について，一次募集（９月入試）及び二次募集
（１月入試）の結果，外国人７名が入学した。GAC３年次募集については，５月に入試を行
い，33名（日本人26名，外国人７名）が入学した。

⑥ グローバル学生宿舎におけるGAC生活・学習プログラム（大学と連携した宿舎の自主的
運営，各種イベント等の企画・実施，レポート等）を実施し，GAC４年次39名について，修
了を認定した。

⑦ 英語学習に係る個別相談，英会話学習，TOEIC学習講座等を行う，英語学習アドバイ
ザーについて，外部の専門家を学内に配置し，学生・教職員の語学力向上支援を行った。
また，留学生に対しては日本語学習に係る個別相談，日本語検定試験学習を行う日本語学
習アドバイザーを配置し，いずれも好評であり，非常に高い利用率となっている。

⑧ スーパーグローバル大学創成支援事業の中間評価でＳ評価を獲得し，評価コメントを
参考に，引き続き英日バイリンガル講義を推進するとともに，外国人留学生の受入れ及び
日本人学生の海外派遣を推進した。また，さらなるGAC志願者の獲得のため，学生募集方策
について検討を行い，戦略的な学校訪問等を実施していくことを決定した。

　　　　　　　　Ⅳ

年度計画を着実に実施していると
ともに，海外実務訓練，海外留学経
験の実績を積んでおり，スーパーグ
ローバル大学創成支援事業における
中間評価においても高い評価を得て
いることから，年度計画を上回って
実施していると評価できる。

中期計画の達成を証明するには，
数値目標達成の他，外部評価委員会
を設けているので，その結果と外部
評価からの指摘等の反映状況等を積
み上げておく必要がある。

グローバル技術科学アーキテクト
養成コースの教育で，高い語学力，
技術力，世界に通用する能力を有
し，グローバルに活躍する先導的上
級技術者を育成できたかをどういっ
た指標，エビデンスで判断するのか
整理しておく必要がある。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
地域の教育機関との連携や，本学の
教育・研究活動を通して，小学生・
中学生・高校生向けの理工系人材育
成事業の継続，見直し，発展させた
実績実績（時期，具体の強化内容
等）を積み上げておく必要がある。

本中期計画は事業の継続がメイン
ではあるが，どのようにして貢献度
を測るかを確認しておく必要があ
る。（アンケートだけではなく，自
己点検と外部評価　等）

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

① 地域の教育機関と連携した小学生・中学生・高校生向けの理工系人材育成事業の一環
として，本学独自の地元高校生受入事業「SummerTECH-CAMP」について実験・実習体験講座
を見直して実施し，３日間にわたり17校42名の生徒が６つの講座に分かれて参加した。事
業アンケートにおいて生徒の満足度やキャリア形成等の教育効果の点で高い評価を得た。

② 「TUTJr.技術科学教育プロジェクト（時習館SS技術科学）」を２日間にわたって開講
し，理系２年生の生徒209名が参加した。

③ 時習館SGH事業について，本学留学生派遣（英語プレゼン指導）等を行うとともに，事
業の研究発表会等において本学学生を派遣し指導・助言を行った。

④ 岡崎工業高校及び豊橋工業高校の「あいちSTEMハイスクール事業」において，本学教
員派遣（講義）及び本学での実験・実習体験，大学見学等を行った。

⑤ 大府東高校，小坂井高校，常滑高校，三好高校，豊丘高校及びラーニングフェスタ
2018において，本学教員による模擬授業を開講した。

⑥ 国府高校及び豊丘高校の「中高生の科学研究実践活動推進プログラム」，中部科学技
術センター主催の「青少年のための科学の祭典東三河大会」の実行委員会並びに知の探究
講座（あいちSTEM能力育成事業）において，実験・実習を行った。

⑦　東三数学教育研究会，愛知県高等学校文化連盟情報講習会へ講師を派遣した。

⑧ 豊橋市視聴覚教育センター・地下資源館において，年２回体験型の研究成果の展示及
び講演会を行った。

⑨　豊橋少年少女発明クラブの運営に参画し，実験・実習講座について助言した。

⑩ 豊橋市教育委員会主催の「子どものための科学展」において，Jr.サイエンス講座を開
講した。

⑪　豊橋市教育委員会主催の小柴記念賞の運営に参画した。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

34

★

｢大学改革｣と｢国際化｣を
全学的に実施し，国際的通
用性を高め，ひいては国際
競争力を強化するととも
に，これまでの実績をもと
に，更に先導的試行に挑戦
し，多文化共生・グローバ
ルキャンパスを実現し，我
が国の社会のグローバル化
を牽引するための取組を進
める。

平成31年度までに入居定
員180名程度のグローバル
宿舎を段階的に設置し，内
外学生の全人格的交流を図
る。平成33年度の混住型宿
舎の日本人学生割合40％以
上，全宿舎中の留学生数
15％以上を実現する。

宿舎生活サポート，宿舎生相談サポート及び生活・学習プログラムを引き続き実施する。
建設計画に基づき，最後のグローバル宿舎２棟を完成させる。本学の日本人学生のうち学
生宿舎に入居する者の割合を30％程度，全宿舎中の留学生数11％程度を維持する。

◎スーパーグローバル大学創成事業
推進本部
○施設課，
　学生課，
　教務課

国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
数値目標達成の他，外部評価委員会
を設けているので，その結果と外部
評価からの指摘等の反映状況等を積
み上げておく必要がある。

全人格的交流（全人格を総合的に
とらえるさま。人間を，身体・心
理・社会的立場などあらゆる角度か
ら判断するさま。）が図られたか
を，どういった指標等で確認するか
整理し，対応していく必要がある。

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

35

★

｢大学改革｣と｢国際化｣を
全学的に実施し，国際的通
用性を高め，ひいては国際
競争力を強化するととも
に，これまでの実績をもと
に，更に先導的試行に挑戦
し，多文化共生・グローバ
ルキャンパスを実現し，我
が国の社会のグローバル化
を牽引するための取組を進
める。

グローバル工学教育・研
究を推進する組織を中心
に，交流協定校等との連携
を強化し，重層的なグロー
バル人材循環を実施すると
ともに，大学の国際的通用
性を高め，教員及び研究者
の海外派遣率60％，職員の
海外派遣率20％以上を達成
する。

教員及び研究者については研究交流プログラムや海外FD事業等を通じて，海外派遣率60％
程度を維持し，事務職員については国際業務研修の実施や交流協定校等への海外派遣を通
じて，海外派遣率14％程度を目指す。

（実施担当部局）
◎スーパーグローバル大学創成事業
推進本部
○国際戦略本部，
　グローバル工学教育推進機構，

グローバル工学教育推進機構委員
会（総務課，研究支援課，教務課） 国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

① 教員及び研究者の国際的通用性を高めるため，継続的に，「教員英語力集中強化研修
プログラム」，「交流協定校の担当教員の拡大」，「グローバル教員研修プログラム」，
「国際的な研究者育成事業（文部科学省プログラム）等の活用」を実施している。平成30
年度の教員及び研究者の海外派遣率は年度計画に掲げた60％を上回る62.1％（144/232名）
となった。

② 教員FD「教員英語力集中強化研修プログラム」として，約２ヶ月間，ニューヨーク市
立大学クイーンズ校に５名の教員を派遣した。

③ 事務職員のグローバル化を進めるためのSDとして，ニューヨーク市立大学クイーンズ
校での短期集中英語強化研修（２名），マレーシア教育拠点等での国際業務研修（４名）
を実施し，事務職員の海外派遣率（海外経験者の割合）は54.3％（69/127名）となり，そ
のうち延べ30日以上の経験者は14.9％（19/127名）となった。

④ 事務職員については英語の自己学習のためのタブレット端末貸与，オンライン英語学
習，英語学習アドバイザー制度の活用などを推進することで，語学力の向上に継続的に取
り組み，本学の事務職員高度化の外国語力基準（TOEICスコア600点以上）を満たす職員
が，取組開始前（25年５月）の12名から32名（平成30年５月）と，約2.7倍に増加した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
数値目標達成の他，外部評価委員会
を設けているので，その結果と外部
評価からの指摘等の反映状況等を積
み上げておく必要がある。

交流協定校との連携の強化の状
況，重層的なグローバル人材循環と
は，どういった指標等で確認するか
整理し，対応していく必要がある。

国際通用性を，どういった指標等
で確認するか整理し，対応していく
必要がある。

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

① GAC学生への宿舎生活サポートについて，昨年度に引き続き，ハウスマスター（宿舎常
駐の大学職員）とレジデント・アシスタント（シェアハウス・ユニット毎の学生リー
ダー）を中心とした体制で行った。ハウスマスターは，レジデント・アシスタントとの定
期的な面談・アドバイス，関係教職員との情報共有・連携，宿舎生相談等の多様なサポー
トを行っている。

② GAC生活・学習プログラムとして，留学生の母国の文化や日本の文化を紹介する様々な
イベント（International Understanding Forum，TUT-EXPO，TUT Summer Festival，交流
会等）を実施した。

③ 地元企業等との交流会として，昨年度の，地元の大手自動車部品製造会社や農業総合
支援企業等に続き，豊橋鉄鋼会に所属する企業の企業経営者・幹部を招いた交流会（第３
弾「レコグナイトRecogNight」）を開催し，36名の学生が企業関係者との交流をした。

④ これらの活動の企画運営は，有志の学生自身が行うことで，組織運営や課題解決・
リーダーシップの学習となることを目指している。

⑤ 宿舎の運営を学生自身で自主的に実施していくことを目指す，Global House Student
Committee (グローバル学生宿舎学生会) を組織化して，運営の試行を開始した。

⑥ 平成28年度及び平成29年度に建設したグローバル学生宿舎４棟（120名収容）に加え，
新たに２棟（60名収容）を平成31年３月に完成させ，これにより，全てのグローバル学生
宿舎の建設が完了した。

⑦ 既存の学生宿舎（日本人学生523名）及びグローバル学生宿舎（日本人学生78名）に，
日本人学生計601名が入居し，日本人学生のうち学生宿舎に入居する学生の割合は年度計画
に掲げた30％を上回る32.8％（601/1,830名）となった。外国人留学生の学内宿舎入居につ
いては，国際交流会館（留学生76名），既存の学生宿舎（留学生33名），グローバル学生
宿舎（留学生37名）の計146名となり，全宿舎生のうち留学生の比率は，年度計画に掲げた
11％を上回る19.5％（146/747名）となった。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

14 36 留学生の受入れ拡大，海
外教育拠点を活用したグ
ローバル・イノベーション
人材養成教育，海外高等教
育機関との連携・交流を推
進する。

留学生の奨学金，日本語
教育，日本人学生との交
流，海外の高専との連携，
企業との連携，海外同窓会
の活用等により，生活支
援，学業及び研究から就職
等のキャリア支援を充実・
強化し，留学生比率を20％
以上まで拡大する。

留学生の奨学金，海外教育連携プログラムや計画的な交換留学生の受入れ等による留学生
数拡大のための方策を検証するとともに，受入れ後の留学生の生活，学業，キャリア支援
を充実・強化する。

（実施担当部局）
◎国際戦略本部
○グローバル工学教育推進機構（国
際交流センター），
　学生生活委員会，
　教務委員会，
　入学者選抜方法研究委員会，
　入学試験委員会，

グローバル工学教育推進機構委員
会（学生課，教務課，入試課，国際
課）

国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
数値としては，留学生比率が20％以
上を達成を目指すことになるが，奨
学金，日本語教育，日本人学生との
交流，海外の高専との連携，企業と
の連携，海外同窓会の，それぞれの
活用等の状況と，それによる生活支
援，学業及び研究から就職等までの
支援の状況を示す必要があり，事項
を再度確認のうえ，毎年度，積み上
げて整理していく必要がある。

第２期末との比較もできるように
整理が必要ではないか

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

37 留学生の受入れ拡大，海
外教育拠点を活用したグ
ローバル・イノベーション
人材養成教育，海外高等教
育機関との連携・交流を推
進する。

マレーシア科学大学との
共同プログラムの構築等，
国際連携による教育・研究
を進めるとともに，マレー
シア教育拠点を活用した海
外 実 務 訓 練 ， 海 外 研 修
(FD/SD)等を実施する。

マレーシア科学大学（USM）等との教育研究に係る共同プログラムを継続的に実施する。国
立大学改革強化推進事業で整備したマレーシア教育拠点，海外連携大学等を活用した海外
実務訓練，グローバルFD及び事務職員国際研修（SD）を継続し，平成29年度の参加数を目
標に実施する。

◎グローバル工学教育推進機構
○教務課，
　総務課人事労務室，
　学長戦略企画課

国際課

① マレーシア教育拠点（ペナン校）での海外実務訓練については，33名を派遣し，目標
とした平成29年度実績の25名を上回った。

② 海外実務訓練の実施にあたっては，学内の基金，その他外部資金（JASSO事業）によ
り，参加学生への経費支援を行った。

③ グローバルFDについては，内容を見直し，英語力強化・高専－技科大連携プログラム
として実施し，高専教員10名，長岡技術科学大学教員１名の合計11名の参加となり，目標
とした平成29年度実績の３名を上回った。また，研修を修了した高専教員との持続的な協
力活動として，前年度にグローバルFDに参加した高専教員３名を本学高専連携推進セン
ター所属の連携教員とし，海外との共同研究支援，技術系人材育成モデルの調査研究支
援，定期的な情報交換，本学と協働した高専教育のグローバル化に向けた活動を行った。

④ グローバルSDについては，内容を見直し，平成30年度は事務職員17名をマレーシア・
ペナン地区に派遣し，目標とした平成29年度実績の15名を上回った。また，テレビ会議シ
ステムにより，本学，長岡技術科学大学，高専を繋いだ報告会を開催し，研修成果を広く
共有した。

⑤ 重点交流拠点大学であるマレーシア科学大学（以下｢USM｣という）と，平成29年度に締
結した覚書を基に，博士前期課程ツイニング・プログラムにおいて，学生１名の受入れを
開始した。また，同大学とのジョイント・ディグリーに関する協議を継続して行った。

⑥ USMとの共同研究について，USMの学生１名がJICAイノベーティブ・アジア事業を利用
して本学博士前期課程に入学し，共同研究を実施するとともに，USMの博士後期課程学生２
名が新たに本共同研究に加わり，平成30年度上半期にはジャーナル投稿４件，著書１件の
成果を上げた。

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するため
に，連携の実施や，海外実務訓練，
海外FD/SDの実施状況は示せると思
うが，検証に加え，どういった成果
がでたかも示さなければならなくな
るため，一貫した根拠等を今のうち
から整理し実績（時期，具体の強化
内容等）を積み上げておく必要があ
る。

成果効果の実績等も積み上げてお
く必要がある。

① 留学生数拡大のための方策を検証し，ツイニング・プログラム等の本学独自の受入制
度の継続的な実施，文部科学省やJASSOのプログラムへの積極的な申請等をするとともに，
留学生受入れ後の各種の支援を充実させた結果，平成29年度末の留学生数210名に対し，平
成30年度末の留学生数は272名（約30%増）と，過去最大となり，多文化共生グローバル
キャンパスの実現に向けて着実に進展している。

② ツイニング・プログラム，ダブルディグリー・プログラム等の海外教育連携プログラ
ム，JASSOの留学生受入れ促進プログラム予約枠の活用，スーパーグローバル大学創成支援
事業採択校国費学生枠の効果的な運用，JASSO海外留学支援制度への申請等による奨学金の
確保，国際協力機構(以下｢JICA｣という)事業の活用等，多岐にわたる取組を実施した。

③ 留学生の生活面でのサポートを充実させるためのサポーター制度について，サポー
ターとなる学生全員に対して４月と10月にサポーターガイダンスを行い，留学生支援の充
実及びサポーター事業の強化をした。

④ ４月及び10月の入学時の留学生を対象としたガイダンスについて，新たに，豊橋市役
所国際課及び豊橋警察署外事担当から講師を招き，学外での生活ルールや安全対策等の理
解を広めた。

⑤ 留学生に対する日本語教育について，日本語の学習歴なく入学した留学生が日本語能
力試験N1相当（最高難度）取得を目指すカリキュラムの構築・実施，学習歴があるものの
日本語能力が不足している留学生対象の授業実施，日本語研修コース，補講的授業の実施
等，留学生の個々のレベルに合わせた日本語教育を実施した。

⑥ 自律的な日本語学習支援として，日本語学習アドバイザー制度を導入した。また，GAC
留学生の日本語能力試験N1取得をサポートするため，日本語学習メンターの配置，日本語
能力試験等説明会の実施，模擬試験の実施等を行った。

⑦　修了後のキャリア支援のため，留学生に特化した就職ガイダンスを実施した。

13 / 28 ページ



第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

38 留学生の受入れ拡大，海
外教育拠点を活用したグ
ローバル・イノベーション
人材養成教育，海外高等教
育機関との連携・交流を推
進する。

JICA(独立行政法人国際
協力機構)等の国内外諸機
関の支援プロジェクト等を
積極的に活用し，教育・研
究・産学連携等の国際プロ
ジェクト事業を第２期の実
績と比較し増加させる。

インドネシア，マレーシア以外の国・地域（先進国含む）との連携を拡大するため，JICA
モンゴル工学系高等教育支援事業であるモンゴル科学技術大学ツイニング・プログラムに
よる留学生の受入れを開始するとともに，イノベーティブ・アジア事業の留学生について
も受入れを継続する。JICA開発大学院連携事業開始のための講座を立ち上げ，他のプログ
ラムも含めた留学生獲得の体制を整備する。

（実施担当部局）
◎国際戦略本部
○グローバル工学教育推進機構（国
際協力センター），

グローバル工学教育推進機構委員
会 国際課

【達成状況　等】

【達成状況の判断理由】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
本計画が主に海外高等教育機関との
連携・交流の推進，JICA等のプロ
ジェクトを活用し，国際プロジェク
トを第２期の実績と比較して増加で
達成となるが，単純にプログラムの
数か，同じようなプログラムの内容
の充実，増かを整理し，実績を積み
上げていく必要がある。
　

第２期末との比較もできるように
しておく必要がある。

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

長岡技術科学大学及び高等専門
学校との連携に関する目標

長岡技術科学大学及び高
等専門学校との連携に関
する目標を達成するため
の措置

15 39
-1

★

長岡技術科学大学や高等
専門学校との教育・研究上
の多様な交流や連携を推
進・強化し，相互の発展を
図る。

長岡技術科学大学との教育研究交流集会等の在り方を検証するとともに，機能強化に掲げ
た長岡技術科学大学と協働する教育研究の取組を推進する。

＜実施担当部局＞
　国際戦略本部
＜関連組織等＞

グローバル工学教育推進機構（国
際協力センター），

グローバル工学教育推進機構委員
会

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 連携・協働の促進を図るため平成26年度に開始した長岡技術科学大学との教育研究交
流集会について，平成29年度には全体会及び分科会（高専連携，男女共同参画，国際連
携，研究連携）形式で実施し，各分野における両大学が抱える課題等について積極的な意
見交換を行い，本学での取組を参考にして，長岡技術科学大学で入学前教育の取組を進め
ることとするなど，連携の強化を推進してきた。

② 平成30年度は，全体としての教育研究交流集会は開催せず，種々の分野において，個
別に検討，連携を行った。具体には，高専との連携教育プログラムに係る情報交換による
当該プログラムの構築，国公私立高専・長岡技術科学大学及び本学の教職員が一堂に会す
高専フォーラムでの男女共同参画に係る共同セッションの実施，産学官金連携に係る地域
プラットフォーム構想の検討等を行い，連携・協働が深められた。

③ 両技術科学大学連携事業として，平成28年度から毎年開催し，今回で３回目となる両
技術科学大学合同進学説明会を，平成30年12月に開催した。参加者の交通の便を考慮し，
東京駅近郊を会場とし，北は北海道，南は九州まで，20高専から64組100名の参加があっ
た。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
教育研究交流集会の実施だけでな
く，これにより，どういった成果，
効果があったかを実績を積み上げて
いく必要がある。

成果の実績等も積み上げておく必
要がある。

長岡技術科学大学との教
育研究交流集会を定期的に
開催し，連携の強化を推進
する。
高等専門学校との人事交流
制度及び連携教員制度を活
用し，高等専門学校教員の
本学への受入れと，本学か
ら高等専門学校への派遣を
継続的に実施するととも
に，技術科学分野の指導者
を育成する。

(2)

① 新たにモンゴル科学技術大学ツイニング・プログラムによる学生10名の受入れを開始
した。

② JICAイノベーティブ・アジア事業による留学生について，新たに６名を受入れ，前年
度入学者も含めて合計20名となった。また，JICAイノベーティブアジア事業（長期）が，
文部科学省の「国費外国人留学生の優先配置を行う特別プログラム」に移管され，同プロ
グラムの公募に申請し，採択された。

③ JICA開発大学院連携プログラム（開発途上国のリーダーとなる人材を日本に招き，欧
米とは異なる日本の近代の開発経験等を学ぶ機会を提供）による科目「Japanese
Industrial Technologies and Innovations」を新たに開講し，20名の留学生が履修した。

④ JICA2018年度課題別研修「日本型工学教育を活用した高度産業人材育成」を平成31年
１月15日から29日にかけて開催し，10名の研修員への研修を実施した（参加国：カザフス
タン，キルギス共和国，タジキスタン，トルクメニスタン）。

⑤ インドネシア国立スラバヤ電子工学ポリテクニック(EEPIS)における教育高度化支援の
ため，国際研修生として４名を受け入れた。

⑥ JICA2019年度国別研修日墨戦略的グローバル･パートナーシップ研修計画「電子回路･
計測制御」研究コースを構築し，申請・採択の結果，平成31年度に研修生３名を受け入れ
ることを決定した。

⑦ SDGsの理解促進のため，セミナー『SDGsを通して持続可能な世界について考える』を
開催した。

⑧ JICA長期研修生については，第２期中期目標期間（６年間）中の18名（３名/年）に対
し，第３期中期目標期間（平成28～30年度の３年間）は32名（10.6名/年）と，約3.6倍に
増加している。

⑨ また，日本学術振興会の国際交流事業については，第２期中期目標期間（６年間）か
ら第３期中期目標期間（平成28～30年度の３年間）に掛けて，採択件数，外国人研究者数
等，事業海外派遣教員数がそれぞれ以下のとおり増加し，第２期の実績から大きく増加し
ている。
　○採択件数　　　　：17件(2.8/年) → 11件(3.7/年)　＊約1.3倍
　○外国人研究者数等：23名(3.8/年) → 20名(6.6/年)　＊約1.7倍
　○海外派遣教員数　：14名(2.3/年) → 24名(8.0/年)　＊約3.4倍
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

39
-2

★

長岡技術科学大学や高等
専門学校との教育・研究上
の多様な交流や連携を推
進・強化し，相互の発展を
図る。

高専と連携した教育研究推進体制を強化するため，高専・両技科大間教員交流制度及び連
携教員制度を活用し，高専教員の受入れを行う。

◎人事委員会，
　国際戦略本部，
　高専連携推進センター
○グローバル工学教育推進機構（国
際協力センター），

グローバル工学教育推進機構委員
会

総務課
学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 高専・両技科大間教員交流制度を活用し，平成30年度は平成29年度に引き続き１名の
高専教員を受け入れている。

② 受け入れた高専教員を電気・電子情報工学系に配属し，本学における教育・研究を経
験させるとともに，本学の高専連携事業の企画・運営を担う高専連携推進センターにも配
属し，高専の現場の意見を本学の事業に反映できるようにした。また，新たに高専教員３
名を本学の高専事業の企画・運営に協力する連携教員とし，同様に，高専の現場の意見を
本学の事業に反映できるようにした。

③ 高専連携事業を協働で企画するため，国立高専教員グローバル人材育成力強化プログ
ラム修了教員についても高専連携推進センター連携教員として発令し，高専との密な連携
を図っている。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
高等専門学校との人事交流制度及び
連携教員制度等を活用し，高等専門
学校教員の本学への受入れと，本学
から高等専門学校への派遣を継続的
に実施するものであり，人事交流制
度による受入・派遣，連携教員制度
による受入，新たなる受入（クロス
アポイントメント，短期）で全容は
構成されることとなると思われるた
め，実績を内容ごとに積み上げてお
く必要がある

39
-3

★

長岡技術科学大学や高等
専門学校との教育・研究上
の多様な交流や連携を推
進・強化し，相互の発展を
図る。

高専の教育・研究の高度化のため，高専専攻科と共同で行う教育プログラム開設を目指
し，体制を整備するとともに，具体の対応を検討する。

◎高専連携推進センター
○教育制度委員会，
　教務委員会

教務課
執行部

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 本学と高専専攻科が共同で教育を行う「連携教育プログラム」について，副学長を総
括責任者とし，「高専教育連携ワーキンググループ」を設置するとともに，これと並行し
て，関係事務局が横断的に情報共有する体制を整備した。

② このプログラムについて，令和２年４月からの学生受入れに向けて，高専機構本部と
協力して当該制度の具体的な運用方法や問題点等の整理をし，高専機構本部の作成するＱ
＆Ａ案の内容精査や協定書雛形素案の作成を行った。

③ また，５つの高専（長野高専，沼津高専，岐阜高専，鈴鹿高専，奈良高専）と覚書を
締結し，それぞれの高専と，プログラムを開設するための検討を進めた。具体的には，
ディプロマポリシー等の３ポリシー，学生納付金の設定，学生支援の内容，教育研究マッ
チングのための基礎情報の整理と共有，入試方法等を決定した。

④ さらに，翌年度以降の検討・協議に向けて，３月末に，改めて５つの高専と協定を締
結し，本学と高専とで構成する協議会（プログラムの検討組織）に係る要項を定め，令和
元年５月に協議会を発足させることとした。

⑤ なお，「連携教育プログラム」は，平成30年12月に文部科学省専門教育課から実施方
針が示された新たな試みであり，全国で10高専程度がプログラム開始に向けて検討を進め
ているが，本学においては，その半数程度の５高専と協議を進めており，さらに，高専機
構本部と協力し，協定締結先以外の高専や他大学からの問い合わせに対応するなど，当該
制度の先導的な立場となっている。

　　　　　　　　Ⅳ

「連携教育プログラム」の学生受
入れに向け，実施体制の整備，関係
機関との覚書の締結，プログラムの
検討等，具体の対応を行っており，
年度計画を上回って実施していると
評価できる。

中期計画の達成を証明するには，
長岡技術科学大学及び高等専門学校
との連携に関する検討状況や具体の
方策について実績を積み上げておく
必要がある。

39
-4

★

長岡技術科学大学や高等
専門学校との教育・研究上
の多様な交流や連携を推
進・強化し，相互の発展を
図る。

平成29年度に制度化した博士後期課程プログラム「技術科学教員プログラム」を年次進行
し，「教育・研究指導実習」（教育実習）により，履修学生を高専等に派遣する。

◎高専連携推進センター
○博士課程制度委員会，
　教務委員会

教務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 大学院修了後の進路として高専等教員を目指す学生を対象とした「技術科学教員プロ
グラム」について，教職課程を持つ愛知大学大学院との単位互換の対象に新たに大学院博
士後期課程を加え，平成29年７月にプログラムを構築した。説明会開催等により周知を図
り，選考を経て，平成29年度後期から３名が受講を開始している。

② 履修に係る問題点等について調査を行い，学会等により受講できない場合の個別対応
等について相手大学と検討する等，履修方法の改善を図った。

③ 教育・研究指導実習生として，近畿大学及び豊田高専へそれぞれ１名の履修生を派遣
した。「教育・研究指導実習」履修後に，実習履修学生による報告会を開催し，次年度実
習予定学生も聴講させ，有効な実習内容となっているか問題点等の洗い出しを行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
工学系教員育成コース(仮称)｣(大学
院教育課程)を設置し，技術科学分
野の指導者を育成することであるた
め，コースの設置，受講者，就職先
等の実績を積み上げていく必要があ
る。

長岡技術科学大学との教
育研究交流集会を定期的に
開催し，連携の強化を推進
する。
高等専門学校との人事交流
制度及び連携教員制度を活
用し，高等専門学校教員の
本学への受入れと，本学か
ら高等専門学校への派遣を
継続的に実施するととも
に，技術科学分野の指導者
を育成する。

長岡技術科学大学との教
育研究交流集会を定期的に
開催し，連携の強化を推進
する。
高等専門学校との人事交流
制度及び連携教員制度を活
用し，高等専門学校教員の
本学への受入れと，本学か
ら高等専門学校への派遣を
継続的に実施するととも
に，技術科学分野の指導者
を育成する。

長岡技術科学大学との教
育研究交流集会を定期的に
開催し，連携の強化を推進
する。
高等専門学校との人事交流
制度及び連携教員制度を活
用し，高等専門学校教員の
本学への受入れと，本学か
ら高等専門学校への派遣を
継続的に実施するととも
に，技術科学分野の指導者
を育成する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

40
-1

長岡技術科学大学や高等
専門学校との教育・研究上
の多様な交流や連携を推
進・強化し，相互の発展を
図る。

高専連携教育研究推進のための各種事業を，前年度検討した改善方策に基づき実施する。
また当該各種事業の効果を検証し，必要な改善を継続して行う。

◎高専連携推進センター
○教務委員会

教務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 高専と連携した連携教育研究プロジェクトとして，重複申請の条件を見直した上で，
次のとおり実施した。
　○　従来の高専連携教育研究プロジェクト（34校54件採択）
　○　プロジェクト成果発表「先進的技術に関するシンポジウム」（約180名参加）
　○　高専本科生及び専攻科生に対する体験実習生の受入れ
　　（本科４年生：33高専115名、専攻科生：６高専７名）
　○高専教員との協働によるグローバル人材育成プログラム
　　（７高専10名）＊参加教員に対してはその後共同研究マッチング支援を実施
　○各高専への訪問エキスパートの派遣
　　（大学説明：48高専53回，合格者へのフォロー：延べ28高専、
　　　特別講演：13高専14回，出前講義３回）
　○e-learningコンテンツを用いた入学前教育
　○「グローバルマインド養成キャンプ in TUT」（本学連携教員との協働企画）
　　（７高専19名）
　○高専生及び保護者を対象にした進学説明会（長岡技科大と合同開催）
　　（21高専 64組100名参加）
　○高専－技科教員間の研究分野マッチング支援

② それぞれの企画において，課題数，アンケートや利用者数，連携教員通じた高専から
意見等を基に，その有効性を確認し，必要な改善策を検討した。また，接続性の定量的な
評価方法について検討した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
高専連携推進センターについては，
設置後の体制を毎年度，整理してお
く必要がある。

また，共同研究の実施，体験実
習，高専訪問，コンテンツについて
は第２期からの状況を毎年度，整理
し積み上げておく必要がある。

ｅラーニングコンテンツは，長岡
と温度差があると思うが，本学の検
討，取組状況，活用状況を毎年度整
理し実績を積み上げておく必要があ
る。

何をもって，高専学生の教育研究
力向上への寄与，効果を判断する
か，本学への円滑な接続となってい
るか，指標を改めて整理しておく必
要がある。

16 41
-1

★

グローバル指向とイノ
ベーション指向の人材育成
を２つの柱として，三機関
(長岡技術科学大学，豊橋技
術科学大学，国立高等専門
学校機構)の豊富な国際連携
活動，地域に根ざした産学
官連携の強みを活かし，世
界で活躍し，イノベーショ
ンを起こす実践的技術者育
成改革を推進する。

長岡技術科学大学と連携・協働した「グローバル・イノベーション共同教育プログラム」
のコンテンツを拡充する。有効活用が図れているかアンケート調査を行い，問題点を把握
し，改善を図る。長岡技術科学大学と共同大学院の設置を検討する委員会等を組織し，検
討を開始する。

◎大学改革強化推進事業実施本部
○グローバル工学教育推進機構（学
長戦略企画課，研究支援課，教務
課， 国際課）

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
補助金終了を踏まえて，今後，どの
ように進めていくか，整理し実績を
積み上げていく必要がある。

海外教育拠点，広域連携
教育研究用情報システム及
び両技術科学大学・高等専
門学校等を結ぶグローバ
ル・イノベーション・ネッ
トワーク(GI-net)等を活用
し，長期留学プログラムの
実施を始めとしたグローバ
ル指向人材育成事業及び地
域新技術モデルの実施を始
めとしたイノベーション指
向人材育成事業並びに教員
の質の向上を目指したFD等
の事業を共同で推進する。
長岡技術科学大学と連携・
協働した教育プログラム・
共同教育コースを開設する
とともに，共同大学院設置
を検討する共同の委員会等
を設置する。

高専連携を推進するセン
ターを設置する。
センターが中心となり，高
等専門学校教員との共同研
究の実施，高等専門学校本
科生・専攻科生の本学への
体験実習生としての受入
れ，本学教員等の高等専門
学校訪問，ｅラーニングコ
ンテンツの提供等を通じ，
高等専門学校生の教育研究
力向上に寄与するととも
に，本学への進学の円滑な
接続を推進する。

① 平成29年度に開始した，長岡技術科学大学と連携・協働した「大学院博士前期課程グ
ローバル・イノベーション（GI）共同教育プログラム」について，平成30年度は，プログ
ラムの必修科目「グローバルイノベーション特論」のコンテンツを２つ増やし計８つを提
供するとともに，新たにマネジメント関係科目を履修指定科目とする「GIマネジメント
コース」を設けるなど，プログラムを拡充した。学生募集パンフレットの配付など，積極
的なプログラムの周知を行い，昨年度の10名を上回る13名が受講を開始した。なお，プロ
グラム実施について，両技術科学大学で運営するGI 共同教育プログラム運営委員会を開催
し，本プログラムを推進するための有効な運用方法等について検討を行っている。また，
プログラム履修者に対してアンケートを実施し，対象学年の適合性等について問題がない
ことを確認した。

② 高専－技大協議会を開催し，引き続き長岡技術科学大学との共同大学院の設置を検討
することとした。

③ その他，三機関の連携した事業としては，グローバルFDについては，GI-netを用いて
の事前説明会の実施などの改善，内容の見直しを行い，英語力強化・高専－技科大連携プ
ログラムとして実施し，目標とした平成29年度実績（３名）を上回る，高専教員10名，長
岡技術科学大学教員１名の計11名が参加した。

④ また，研修を修了した高専教員との持続的な協力活動として，前年度にグローバルFD
に参加した高専教員３名を本学高専連携推進センター所属の連携教員として発令し，海外
との共同研究支援，技術系人材育成モデルの調査研究支援，定期的な情報交換，本学と協
働した高専教育のグローバル化に向けた活動を行っている。平成30年度には，連携教員と
の協働により，「グローバルマインド養成キャンプ in TUT」を企画実施（７高専19名）し
た。

⑤ 高専生及びその保護者を対象とした大学紹介・研究室見学会（高専生74名，保護者16
名参加），高専在学者・保護者を対象とした長岡技術科学大学との合同進学説明会の開催
など，長岡技科大及び高専との連携強化を図った。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

41
-2

★

グローバル指向とイノ
ベーション指向の人材育成
を２つの柱として，三機関
(長岡技術科学大学，豊橋技
術科学大学，国立高等専門
学校機構)の豊富な国際連携
活動，地域に根ざした産学
官連携の強みを活かし，世
界で活躍し，イノベーショ
ンを起こす実践的技術者育
成改革を推進する。

三機関が協働して開発したイノベーション及びグローバル感覚を養成する教育プログラム
を実施し，対象学年との適合性（マッピング）及びプログラムの内容について検証し，必
要な見直しを行う。教員の質の向上を図るため，FD講座，知的財産セミナー等を，引き続
き新GI-netを活用して継続的に各機関に配信する。

◎高専連携推進センター
○教務委員会

教務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】
　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
共同教育プログラム（コース）の開
設，同プログラムの内容（拡充，見
直し等）と受講者数を毎年度整理
し，積み上げていく必要がある。

共同大学院の設置については，確
定したものではなく，委員会等を設
置し，検討することが計画であり，
委員会等の設置状況，委員会での検
討状況を整理し，積み上げていく必
要がある。

業務運営の改善及び効率化に関
する目標

業務運営の改善及び効率
化に関する目標を達成す
るためにとるべき措置

組織運営の改善に関する目標 組織運営の改善に関する
目標を達成するための措
置

17 42 学長のリーダーシップ並
びに外部の意見を活かした
戦略的・機動的な大学運営
を推進するとともに，本学
の有する教育・研究・社会
貢献機能を最大限に発揮で
きるガバナンス体制を充実
させる。

学内予算総額並びに教員
定員総数に占める学長戦略
枠を毎年10％以上確保し，
教育研究環境を充実させ
る。

学長がリーダーシップを発揮した戦略的な配分（人材，施設・設備，予算配分等）を行
い，必要に応じ配分方法を見直す。予算については，学長戦略経費を10％以上確保し，IR
データも活用し，戦略的に配分する。

◎執行部
○人事委員会，
　施設マネジメント戦略本部，
　ＩＲ本部

学長戦略企画
課
総務課
施設課
会計課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 学長戦略枠として，学内予算においては，平成30年度当初予算において約８億円（一
般会計予算の約15%：前年度比＋１億円）確保した。教員定員においては，53名分（約
22％）を確保した。

② 研究推進アドミニストレーションセンターにおいて，論文数，Top10％論文比率，国際
共著論文比率，教員組織ごとの論文生産性の偏り等のデータを分析し，学長及び教育研究
評議会等に定期的に報告した。その状況を踏まえ，国際発表論文の投稿料等の支援を行う
論文発表等支援経費（学長裁量経費）の申請要件を見直し，教員１人につき原則２件の申
請上限を撤廃するとともに，当初予算を大きく超える4,115千円（当初予算3,600千円から
41.6％増），計55件（前年度39件）の重点的な経費支援を実施した。

③ 教員の論文生産性を高めるため，国際発表論文の投稿料等の支援を行う「論文発表等
支援経費（学長戦略枠経費）」の申請要件を見直し，教員１人につき原則２件の申請上限
を撤廃した。その結果，前年度を上回る申請があった（55件：前年39件）。

④ 特別貢献手当支給細則に基づき，今年度は，教育・研究・社会貢献に高く寄与した教
員153名に，間接経費により特別貢献手当を支給した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
学内予算総額，教員定員総数の10%
以上を毎年度確保すること，それに
より，教育研究環境のどう充実させ
たかを整理し，積み上げてておく必
要がある。

施設マネジメントのことは中期計
画に記載はないが，実績には示して
いった方がよいのではないか。

海外教育拠点，広域連携
教育研究用情報システム及
び両技術科学大学・高等専
門学校等を結ぶグローバ
ル・イノベーション・ネッ
トワーク(GI-net)等を活用
し，長期留学プログラムの
実施を始めとしたグローバ
ル指向人材育成事業及び地
域新技術モデルの実施を始
めとしたイノベーション指
向人材育成事業並びに教員
の質の向上を目指したFD等
の事業を共同で推進する。
長岡技術科学大学と連携・
協働した教育プログラム・
共同教育コースを開設する
とともに，共同大学院設置
を検討する共同の委員会等
を設置する。

① 両技科大及び高専機構による国立大学改革強化推進事業「三機関が連携・協働した教
育改革事業」（平成25 ～ 29 年度）において構築した，海外教育拠点，両技科大及び高専
等を結ぶGI-net 等の資源，グローバル・イノベーション指向人材育成事業，教職員の質の
向上を目指したグローバルFD/SD 等の事業等については，高専－技科大協議会の下に部
会・分科会を置き，見直しを図りつつ，継承している。

② その他，三機関の連携した事業としては，グローバルFDについては，GI-netを用いて
の事前説明会の実施などの改善，内容の見直しを行い，英語力強化・高専－技科大連携プ
ログラムとして実施し，目標とした平成29年度実績（３名）を上回る，高専教員10名，長
岡技術科学大学教員１名の計11名が参加した。

③ また，研修を修了した高専教員との持続的な協力活動として，前年度にグローバルFD
に参加した高専教員３名を本学高専連携推進センター所属の連携教員として発令し，海外
との共同研究支援，技術系人材育成モデルの調査研究支援，定期的な情報交換，本学と協
働した高専教育のグローバル化に向けた活動を行っている。平成30年度には，連携教員と
の協働により，「グローバルマインド養成キャンプ in TUT」を企画実施（７高専19名）し
た。

Ⅱ

1
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

43 学長のリーダーシップ並
びに外部の意見を活かした
戦略的・機動的な大学運営
を推進するとともに，本学
の有する教育・研究・社会
貢献機能を最大限に発揮で
きるガバナンス体制を充実
させる。

経営協議会，アドバイ
ザー会議等における外部有
識者の意見を継続して外部
に公表するとともに，当該
意見の大学運営への反映状
況について監事の監査を受
ける。

経営協議会，アドバイザー会議等における外部有識者の意見を継続して外部に公表すると
ともに，当該意見を大学運営に反映する。また，大学運営への反映状況について監事監査
を受けるとともに，引き続き経営協議会等において監査結果を報告する。

◎総務課
○監査室

総務課
学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 法人化後，本法人業務の重要事項について学長の諮問に応じて学外有識者から助言・
提言を得るアドバイザー会議を毎年度開催している。なお，平成26年度からは，東三河地
域を中心に活躍している委員からの助言を得る豊橋開催，東京を中心に活躍している委員
からの助言を得る東京開催，の年２回の開催として拡充している。

② アドバイザー会議について，従来の学識経験者，私立大学役員（外国人），地元商工
会議所役員，愛知県副知事等に加え，平成30年度には，新たに女性デザイナー，国立大学
の理事経験者を参画させ，多様な背景を持った委員の助言・提言を得られる体制を強化
し，高専との連携，産学連携，社会人向け実践教育プログラム等について意見交換を行っ
た。

③ 外部有識者から得た意見は継続して大学公式ホームページで公開するとともに，大学
運営へ活用し，その活用状況について監事が監査を行い，役員会で監査結果を報告した。
また，特別講演で講師として招いた学外有識者との懇談，保護者懇談会における保護者と
の意見交換等，多様な学外者からの意見を聞く機会を設け，意見を大学運営に活用させ
た。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
毎年度，外部の有識者の意見と大学
運営への活用状況，公表状況を積み
上げておく必要がある。

記者との懇談会や講演会講師と
いった外部の有識者による意見も併
せてを集約しておいた方がよい。

44 学長のリーダーシップ並
びに外部の意見を活かした
戦略的・機動的な大学運営
を推進するとともに，本学
の有する教育・研究・社会
貢献機能を最大限に発揮で
きるガバナンス体制を充実
させる。

集約・分析したデータを学内資源再配分に活用するとともに，情報集約体制・方法につい
て検証し，必要に応じて見直す。

◎IR本部
○各種データを所有する学内諸組織

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 研究推進アドミニストレーションセンターにおいて，論文数，Top10％論文比率，国際
共著論文比率，教員組織ごとの論文生産性の偏り等のデータを分析し，その状況を踏ま
え，国際発表論文の投稿料等の支援を行う学長裁量経費・論文発表等支援経費の申請要件
を見直すとともに，当初予算を超えて，重点的に支援を行い，411万円（55件）の経費支援
を実施した。

② 平成29年度から，データ処理に係る専門的能力を有する職員を雇用し，IR機能の強化
をしている。平成30年度には，IR本部において，学内データを集約し，全学で共有すると
ともに，分析結果を今後の大学経営等に活用とすることを決定した。

③ 学生に関する基礎データ収集の一つとして，前年度に引き続き，「新入生アンケー
ト」を実施した。集計結果を関係部局と共有し，意見交換を行いながら分析を進め，入試
広報等の諸活動の参考とした。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
IR体制，教学，研究，財務等の様々
な情報の把握，分析，数値化・標準
化と，強みと問題点，反映状況を毎
年度整理して積み上げていく必要が
ある。

成果も積みあげていく必要があ
る。

45 学長のリーダーシップ並
びに外部の意見を活かした
戦略的・機動的な大学運営
を推進するとともに，本学
の有する教育・研究・社会
貢献機能を最大限に発揮で
きるガバナンス体制を充実
させる。

監事による学長の業績評
価及び学長選考会議におい
て定めた学長の業績評価を
実施するとともに，学内諸
組織の権限と責任を明確化
し，学長を補佐する体制を
強化する。

監事による学長の業績評価及び学長選考会議において定めた学長の業績評価を実施すると
ともに，学長がリーダーシップを発揮した機動的な大学運営を推進するため，学長を補佐
する体制を強化し，必要に応じ見直す。

◎監事，
　学長選考会議，
　学長戦略企画課，
　総務課

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 学長がリーダーシップを発揮した機動的な大学運営を推進するため，平成30年度か
ら，副学長を３名から８名に増やし，全ての系の構成員を執行部に配置することで，全学
の意思決定及び情報共有を迅速に行うことを可能とする体制に整備するとともに，理事，
副学長の職務分掌を定めることで，職務の内容，責任体系等を明確化した。

②　監事による学長の業務執行状況の確認を行い，学長選考会議と共有した。

③ 学長選考会議においては，平成27年度に定めた「学長の業務執行状況の確認及び業績
評価に係る取扱い」に基づき，監事による学長の業務執行状況の確認を行い，学長選考会
議において共有するとともに，この結果を大学公式ホームページに公表した。

④ 平成29年度より，新たに外部理事として，企業役員を経営戦略担当理事（非常勤）に
任命し，大学運営に企業経営の視点を取り入れる体制を整えている。これまで，商工会議
所の大学見学や個別企業の研究室訪問の企画等，外部理事が産学連携の橋渡し役として活
動することで，組織体組織の機関連携型共同研究協定の締結等の成果に繋がっている。

⑤ 平成30年度から，本学の管理運営等に関する重要事項の企画・立案を担う戦略企画会
議（学長・理事・副学長等が構成員）の開催方法等について見直し，定例的な議題を削減
し，開催回数を減らし，効率的な運営を推進する一方，学長の掲げる重点事項について集
中的に議論する機会を設け，入試制度や博士後期課程の新構想等，重点事項に係る議論を
実施した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
監事による学長の業績評価・学長選
考会議の業績評価の実績を毎年度積
み上げていく必要がある。

監事の業績評価の様式等を定めた
方がよいかもしれない。

学長を補佐する体制の強化（見直
し含む）は，何をもって強化をは
かったを整理した上で，成果も含め
て実績を積み上げていく必要があ
る。

学長のリーダーシップの
もと，教学，研究，財務等
の学内の様々な情報を把
握・分析して数値化・標準
化することにより，強みと
問題点を把握し，その結果
を教育・研究及び大学経営
等に活用するIR(インス
ティテューショナル・リ
サーチ)機能を強化する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

46 学長のリーダーシップ並
びに外部の意見を活かした
戦略的・機動的な大学運営
を推進するとともに，本学
の有する教育・研究・社会
貢献機能を最大限に発揮で
きるガバナンス体制を充実
させる。

監事との定期的な意見交
換及びヒアリングの実施並
びに監事の管理運営に係る
重要な会議等への出席及び
監事監査を補助する職員の
配置等により，監事監査機
能を強化する。

監事監査に関し，年度の重点監査項目を定め，監査室の補佐により効果的に実施する。併
せて，執行部，会計監査人とのディスカッション，教職員との面談，学内主要会議に出席
する等，ガバナンス体制に関する監事のチェック機能を強化し，必要に応じて見直す。

◎監事，
　監査室

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 年度当初に，平成30年度監事監査計画の重点監査項目を定め，監査室と連携して，定
期監査（年次監査，月次監査）等を実施した。平成29年度に引き続き，外部の公認会計士
を監査アドバイザーとして監査室員に加え，月次，年次の会計に係る監事監査の支援を充
実させ，監査機能を強化している。

② 監事の役員会等の学内主要会議への出席，監事と学長とのディスカッション（４
回），会計監査人とのディスカッション（２回），副学長・産業医等との意見交換（７
回）等を実施し，ガバナンス体制等に関する監事のチェック機能を強化した。

③ 月例監事会に内部統制担当役員が出席し(全12回中７回)，監事監査・内部監査の状況
についての情報共有，内部統制状況の確認を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
監査計画，重点事項，重点事項の監
査結果，執行部等とのディスカッ
ション，教職員との面談，学内主要
会議への出席の実績を積み上げて行
く必要がある。

何をもって，監査の効果的な実
施，ガバナンス体制に関する監事の
チェエク機能の強化をはかるか，改
めて整理しておく必要がある。

18 47 本学の構成員全員が活性
化する人事システムと給与
体系並びに研究者の継続性
と流動性の促進によって，
研究意欲を更に向上させる
研究者育成システムを構築
する。

平成33年度における専任
教員の年俸制割合を20％以
上確保するとともに，准教
授採用者のテニュアトラッ
ク対象者割合を70％以上，
講師及び助教の採用は原則
として任期制とする教員人
事を実施する。

専任教員の年俸制割合を16％以上，准教授採用者のテニュアトラック対象者割合を55％以
上確保する。テニュア准教授の採用はテニュアトラック制度によるテニュア審査を必須と
し，講師及び助教の採用は任期制とする教員人事を実施する。

◎人事委員会

総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 年俸制適用教員７名を新規採用し，専任教員の年俸制割合は年度計画の16％を上回る
25.4％となっている。

② 原則，全ての准教授について任期なしとしていた人事制度について，将来，教授に登
用する可能性のある者に対しては審査を必須とするテニュアトラック准教授として採用す
ることで研究者の継続性を確保する制度を定めており，平成30年度についても全ての対象
者について本制度を適応した人事を実施している。

③　新規採用の助教５名全員に任期制を適用している。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
年度ごとに数値目標を達成し，実績
を積み上げていく必要がある。

中期目標で掲げる研究者の継続性
と流動性の促進，研究意欲向上につ
ながっているシステムになったかの
検証も必要となる。

48 本学の構成員全員が活性
化する人事システムと給与
体系並びに研究者の継続性
と流動性の促進によって，
研究意欲を更に向上させる
研究者育成システムを構築
する。

混合給与制度並びに高度
な専門性を有する業務を担
当する職員を雇用する制度
を構築し，平成33年度にお
ける制度適用在籍者数をそ
れぞれ２人以上確保する。

混合給与制度の適用者を２名，高度専門職制度の適用者を１名確保する。 ◎人事委員会，
　高度専門職専門部会

総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① クロスアポイントメント制度について，平成30年度は新たに愛媛大学と協定を締結
し，これまでの，国立長寿医療研究センター，民間企業２件，東フィンランド大学との協
定締結と合わせ，協定締結数は計５件の締結となった。

②　混合給与制度については，年度計画の２名を上回る３名に適用している。

③ 高度専門職制度については，年度計画の１名を上回る４名に適用し，国際関係業務及
び研究支援業務の高度化に対応している。さらなるグローバル化の促進・展開のため，国
際関係業務に係る高度専門職を次年度に採用することを決定した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
年度ごとに数値目標を達成し，実績
を積み上げていく必要がある。

中期目標で掲げる研究者の継続性
と流動性の促進，研究意欲向上につ
ながっているシステムになったかの
検証も必要となる。

19 49-
01

★

多様な人材を積極的に採
用するとともに，男女共同
参画を推進する。

本務教員における40歳未満の若手割合を25.5％以上確保する。 ◎人事委員会

総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 平成30年４月より５名の若手研究者を採用する等，若手研究者の積極的採用に努め，
本務教員における40歳未満の若手割合は年度計画の25.5％を上回る26.3％を確保してい
る。

② 文部科学省国立大学改革強化推進補助金（特定支援型）を活用し採用した若手研究者
１名を，若手研究者雇用計画書に基づき，平成30年４月に承継教員に切り替えて採用し
た。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
年度ごとに数値目標を達成し，実績
を積み上げていく必要がある。

19-01-49-1 優れた若手教
員の活躍の場を全学的に拡
大し，教育研究を活性化す
るため，若手教員の雇用に
関する計画に基づき，40歳
未満の若手本務教員の雇用
を促進し，平成33年度の本
務教員における割合を28％
以上確保する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

49-
02

多様な人材を積極的に採
用するとともに，男女共同
参画を推進する。

19-01-49-2 多様な人材を
積極的に採用し，平成33年
度の本務教員における女性
割合を10％以上，外国人割
合を６％以上確保する。

本務教員における女性割合を６％以上，外国人割合を３％以上確保する。 ◎人事委員会

総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 女性限定公募により２名の女性教員を採用する等，女性教員の積極的採用に努め，本
務教員における女性割合は，年度計画の６％を上回る11.5％を達成している。この取組に
よる実績は，平成30年５月時点における，国立大学における女性教員比率の増加ポイント
で全国４位という結果にも表れている（（社）国立大学協会「国立大学における男女共同
参画推進の実施に関する第15回追跡調査報告書」）。

② １名の外国人教員を採用する等により，本務教員における外国人（外国の大学で学位
を取得した日本人教員を含む）割合は年度計画の３％を上回るを6.5％となっている。

　　　　　　　　Ⅳ

女性教員割合が年度計画の倍程度
となっていること及び女性教員比率
のポイントが大きく増加しているこ
とから，年度計画を上回っていると
評価できる。

中期計画の達成を証明するには，
年度ごとに数値目標を達成し，実績
を積み上げていく必要がある。

中期目標で掲げる多様な人材を積
極的に採用はよいと思うが，男女共
同参画にどうのように結びつける
か，一度，整理しておく必要があ
る。

50 多様な人材を積極的に採
用するとともに，男女共同
参画を推進する。

指導的地位に占める女性
の割合として，役員は15％
以上，管理職は10％以上確
保する。

策定した女性上位職登用のための計画に基づいた割合で，指導的地位に女性を配置すると
ともに，中期計画達成に向けて女性上位職登用計画を検証し，必要に応じて見直す。

◎執行部
○人事委員会，
　男女共同参画推進本部 総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 平成29年度に策定した第３期中期目標期間の女性上位職登用計画に基づき，平成31年
３月現在，女性役員は監事１名（１/６名＝16.7％）を，女性管理職は男女共同参画担当副
学長及び学生課長の２名（２/19名＝10.5％）を配置し，中期計画期間中の計画値（それぞ
れ15％以上，10％以上）を上回った。また，計画について検証し，平成31年度は平成30年
度と同値を目標値とすることを決定した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
年度ごとに数値目標を達成し，実績
を積み上げていく必要がある。

教育研究組織の見直しに関する
目標

教育研究組織の見直しに
関する目標を達成するた
めの措置

20 51

★

本学の強みや特色，これ
までに培ってきた教育・研
究実績を基盤に，社会実
装，地域社会等の課題，最
先端研究等の視点から，技
術を究め，機能を更に強化
した組織整備を実施する。

技術科学イノベーション研究機構の研究推進に向けた機能強化を図るとともに，先端共同
研究ラボラトリーにおける研究成果を検証し，評価指標に基づく評価を行う。

◎技術科学イノベーション機構，
研究推進アドミニストレーション

センター

研究支援課

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
機構の設置，共同ラボの設置は，達
成だが，機構組織等の見直し，共同
ラボの見直し，増等があれば，その
実績も積み上げていく必要がある。

“共同研究ラボラトリーを３つ以
上同機構に設置し，組織を強化する
とともに，学内への企業誘致の足が
かりとする。”の企業誘致の足がか
りをどう示していくか，あらためて
整理し，エビデンスとしてだせるよ
うにしていく必要がある。

｢先端技術｣と，｢先端知｣
との融合拠点である｢エレ
クトロニクス先端融合研究
所｣と「４つのリサーチセ
ンター」を再編し，社会実
装を目指した新しい価値を
創造する研究部門，地域社
会等に密着した課題解決に
取り組む研究部門，特定分
野の世界最先端研究を推進
する研究部門で構成する拠
点｢技術科学イノベーショ
ン研究機構｣を設置する。
国内外の研究機関や企業と
協働で多様な先端共同研究
ラボラトリーを３つ以上同
機構に設置し，組織を強化
するとともに，学内への企
業誘致の足がかりとする。

2

①　 ｢先端技術｣と｢先端知｣との融合研究拠点である｢エレクトロニクス先端融合研究所｣と
４つのリサーチセンター（未来ビークルシティ，安全安心地域共創，先端農業・バイオ，
人間・ロボット共生）の研究活動を連動させ，産学共創の拠点としてオープンイノベー
ション実現を目指す「技術科学イノベーション研究機構」を平成28 年４月に設置した。

②　 同機構には，３つの戦略研究部門（創発型システム，社会システム，先端（融合））
を置き，協働研究を推進する体制を整備するとともに，国内研究機関１研究所及び海外大
学２校の各機関との間で３つの「先端共同研究ラボラトリー」を立ち上げ，企業等からの
外部資金等のマッチングファンド方式による「イノベーション協働研究プロジェクト」を
開始した。

③　AIST - TUT先端センサ共同研究ラボラトリーでは，本学の最先端多機能センサ研究機
能と学外機関が研究開発中のミニマルファブリケーションの思想とを融合し，革新的セン
サデバイス・プロセスの研究開発を行った。

④　Prof.Shimojo (Caltech) - TUT 国際共同研究ラボラトリー －こころの認知脳科学研
究施設－では，人間の判断力，相互理解，共感あるいは行動を基礎で支える潜在的な脳の
働きを認知神経科学的アプローチにより解明を目指す，認知・共感等心的脳内メカニズム
の実験認知科学研究を行った。

⑤　Prof.Ross(MIT）- TUTマルチフェロイクス共同研究ラボラトリーでは，光情報処理、
光通信分野の技術の進展に伴う、光の強度、位相、偏光等を制御する空間光変調器の高性
能化を目指し，ナノメートルスケールで強磁性体の微細構造を制御した、高い磁気光学効
果を有する新しい相分離型マルチフェロイック薄膜材料の開発とそのデバイス化を行っ
た。

⑥　新たな先端共同研究ラボラトリーとして，「TUT-Institute for system Dynamics
(University of Stuttgart) 先揣システム工学国際共同研究ラボラトリー」を平成31年４
月から３年間設置することを決定した。本ラボラトリーでは，より高度なシステムエ学理
論と産業応用研究を推進し，主要な国際論文誌での成果公表と新たな産業ロボット，移動
ロボット等の開発を通じた社会貢献を目標とする。

⑦　平成30年度で設置期間が満了する４つのリサーチセンターについて，研究成果報告書
による検証及び設置期間の更新審査を行い，次年度から３年間，全てのセンターについて
継続して設置することを決定した。

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

52

★

本学の強みや特色，これ
までに培ってきた教育・研
究実績を基盤に，社会実
装，地域社会等の課題，最
先端研究等の視点から，技
術を究め，機能を更に強化
した組織整備を実施する。

博士課程教育リーディングプログラムを着実に実施するため補助金支援期間終了を見据え
た支援体制を検討する。産学協働による大学院博士課程国際イノベーション人材育成プロ
グラム「豊橋技科大版Industrial Ph.D. (産学協働による博士人材の育成)プログラム
（仮）」の制度設計を引き続き行う。

◎大学院充実・強化専門部会
○博士課程教育リーディングプログ
ラム実施本部

教務課
学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 25年度に採択された博士課程教育リーディングプログラムを着実に推進するため，複
数の学内教員に加え，民間企業，他大学，海外研究機関の研究者からなるグループ指導教
員体制や，企業・研究機関等とのマッチングを基本に社会のニーズを踏まえた研究テーマ
の設定を継続するとともに，実践的リーダー育成のための３段階の海外実務訓練（脳科学
インターンシップ，マレーシア科学大学と連携したグローバル・サマースクール，博士後
期課程の実務訓練）を必修とし，履修学生に係るキャリアパスの形成を図っている。

② Industrial Ph.Dプログラム(仮)の実施に向け，平成29年度に締結された東フィンラン
ド大学との博士前期課程ダブルディグリー・プログラムについて，パートナー大学である
東フィンランド大学では９月から学生受入れを開始し，本学では平成31年４月からの第一
期生の履修開始に向けて，プログラムの周知，学生募集，選考方法を検討し，決定した。
12月には東フィンランド大学の担当教授等が来学し，意見交換を行うとともに，本プログ
ラムの概要説明や両大学の研究紹介，世界に通用する高度人材の育成に係る本学の狙い等
について，説明会を行った。また，クロスアポイントメント制度による東フィンランド大
学教授の雇用を引き続き行い，フィンランド及び日本での共同研究先の開拓を行うととも
に，博士後期課程ダブルディグリー・プログラムについても引き続き調整を行っている。
さらに，本プログラムを履修する学生に対する支援体制を検討し，大学・企業双方からの
奨学支援体制を整備した。

③ 博士課程教育リーディングプログラム補助事業期間終了後も引き続き着実に事業を実
施するため，補助事業期間終了後の学生支援体制を検討した。

④ 博士５年一貫教育の強化及び大学院の組織的な教育・研究指導体制を充実させるため
の課題について検討した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
リーディングプログラムを着実に実
施し，その実績を積み上げるととも
に，中期計画に記述している，機構
を学びの場とし，対象領域の拡充・
グローバルリーダの育成を目的とし
た新たな専攻の設置，既存専攻の改
組等の具体の計画，それにより大学
院教育の高度化の検証等を含め，高
度化したことを示していく必要があ
る。

博士課程教育リーディン
グプログラム(ブレイン情
報アーキテクト養成プログ
ラム)で培った博士５年一
貫教育プログラムを基盤
に，技術科学イノベーショ
ン研究機構を学びの場と
し，対象領域の拡充並びに
更なるグローバルリーダー
の育成を目的とし，新たな
専攻の設置や既存専攻の改
組等により，大学院教育を
高度化する。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

事務等の効率化・合理化に関す
る目標

事務等の効率化・合理化
に関する目標を達成する
ための措置

21 53 管理運営への参画，教
育・研究・社会貢献への支
援を強化するため，事務改
革を実施する。

事務改革大綱（第三次）に基づき策定した事務改革アクションプラン2018に掲げた実行計
画の取組を80％以上達成する。必要に応じアクションプランの見直しを行い，継続的に
PDCAサイクルを運用することで事務改革を推進する。

◎執行部
○全課，
　人事委員会，
　男女共同参画推進室

学長戦略企画
課

54 管理運営への参画，教
育・研究・社会貢献への支
援を強化するため，事務改
革を実施する。

事務職員の適切な処遇を
実施するため，事務職員の
キャリアパスの構築と優秀
な人材を継続的に雇用でき
る制度を平成28年度に構築
し，実施する。

事務職員のキャリアパスの構築と優秀な人材を継続的に雇用できる制度を検証する。 ◎事務連絡協議会

学長戦略企画
課
総務課（人事
労務室）

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 事務職員の人事計画（研修等含む）及び事務職員自身がキャリアプランを設計できる
よう，職位の職務，給与及び経験年数及びキャリアステップを明示した事務職員のキャリ
アパスを策定している。

② 優秀な人材を継続的に雇用できる制度として，非常勤職員（パートタイム及びフルタ
イム）で本学勤続３年以上の経験を有する者が，継続雇用を希望する場合，当該職員への
試験等により，無期雇用職員等への転換ができる大学独自の制度を28年度に新設し，29年
度は実際に21名の非常勤職員（パートタイム及びフルタイム）を無期雇用職員等へ転換し
た。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
事務職員のキャリアパスの構築，見
直し等検証，優秀な人材を継続的に
雇用できる制度の構築，雇用実績，
見直し検証等の実績を積み上げてい
く必要がある。

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 事務職員の人事計画（研修等含む。）及び事務職員自身がキャリアプランを設計でき
るよう，職位の職務，給与及び経験年数及びキャリアステップを明示した事務職員のキャ
リアパスを策定している。

② 優秀な人材を継続的に雇用できる制度として，非常勤職員（パートタイム及びフルタ
イム）で本学勤続３年以上の経験を有する者が，継続雇用を希望する場合，当該職員への
試験等により，無期雇用職員等への転換ができる大学独自の制度を平成28年度に新設し，
平成30年度も平成29年度に引き続き２名の非常勤職員（パートタイム及びフルタイム）を
無期雇用職員等へ転換した。

③ 平成29年度に引き続き，海外教育拠点（マレーシア・ペナン校）等での研修やオンラ
イン英会話研修といったグローバルSDのほか，国立大学協会主催の若手職員勉強会に係る
学内報告会の開催，セクシャルハラスメント講演会の受講，東海地区国立大学法人で実施
する役職別研修，(独)国立公文書館が実施する公文書管理研修等，様々な研修等をSDとし
て位置づけ，実施した。

④ 学長を本部長とする事務改革推進本部において，第３期中期目標期間に向けて平成27
年度に策定した「豊橋技術科学大学事務改革大綱（第３次）」に基づき，毎年度，その年
度に実施する事務改革にかかる実行計画をまとめた「事務改革アクションプラン」を策定
している。平成30年度は事務改革アクションプラン2018を策定し，それに掲げた26の実行
計画の取組の達成状況について，事務改革推進本部の構成員である教員３名と副本部長
（事務局長）で検証を行った。全22の実行計画のうち19について目標を達成しているとの
評価を獲得し（達成率86％），年度計画に掲げた80％を上回って実施した。

⑤ また，事務改革アクションプラン2017の達成状況を検証し，アクションプラン2018を
見直すとともに，アクションプラン2019の策定に反映させることで，PDCAサイクルに基づ
く運用を行っている。

⑥　加えて，平成30年度は次の事務改革の取組を実施した。
　ア．執行部と事務（各課長）との会合

事務局全課長が，執行部（学長，理事及び事務局長）に対し業務上の課題等について報
告し，今後の方策等について議論を行うため，全５回に及ぶ会合の場を設け，事務業務の
効率化・合理化，学内センター・本部・委員会等の時間数の削減，大学として優先的に投
資・投入すべき対象等について検討を行った。

　イ．事務業務最適化推進４チーム設置
事務業務の合理化・効率化・最適化について，事項を絞り集中的に検討を重ねる組織と

して，関係課長・副課長・係長で構成する事務業務最適化推進Ａチーム（業務情報システ
ムの効果的導入），Ｂチーム（初動に係る危機管理事務体制），Ｃチーム（学生に係る大
学業務事務体制），Ｄチーム（男女共同参画推進事務体制）を設置し，時限を設け短期集
中的に議論を行った。その結果を事務連絡協議会において報告し，事務局全体で情報・意
識を共有するとともに，今後の課題等の洗い出しを行った。

　ウ．中堅・若手事務改善検討ワーキンググループ設置
将来を担う中堅・若手職員が現状の事務業務等に対してどのような意識を持っているの

か，どのような改善が必要と考えているのか把握することを目的として，事務連絡協議会
の下に，係長以下職員８名からなる「中堅・若手職員事務改善検討ワーキンググループ」
を設置し，全10回のワーキンググループを開催した。また，主任以下事務職員を対象に業
務改善項目等に係るアンケート調査を実施し，全ての対象職員（42名）から回答を得ると
ともに，中堅若手職員が業務においてどのような不安を持っているか等の結果をとりまと
め，事務連絡協議会に報告した。この結果は学長等役員にも共有し，次年度に役員と中
堅・若手職員との懇談会を開催することを決定した。

　エ．承継職員の採用方法の多様化の検討
承継職員の採用について，優秀な人材を雇用できる制度として，既存の法人採用試験だ

けでなく，例えば学内で雇用している事務補佐員等を，本学独自の試験等により年齢制限
等に縛られることなく採用する方策等について，検討を開始した。

3

第３期中期目標期間にお
ける事務改革の柱となる｢
事務改革大綱(第三次)｣に
基づき，アウトリーチ型の
事務改革推進を目指して策
定する｢第三期事務改革ア
クションプラン｣に掲げた
各年度の実行計画の取組
を，80％以上達成する。

　　　　　　　　Ⅳ

年度計画に掲げた取組に加えて，
執行部と事務との会合，事務業務最
適化推進４チームの設置，中堅・若
手事務改善検討ワーキンググループ
設置，承継職員の採用方法の多様化
の検討等，積極的に取り組んでお
り，年度計画を上回っていると評価
できる。

中期計画の達成を証明するには，
毎年度，アクションプランを80％以
上達成することと，それにより事務
改革（事務の効率化・合理化等）の
成果を積み上げて示していく必要が
ある。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

財務内容の改善に関する目標 財務内容の改善に関する
目標を達成するためにと
るべき措置

外部研究資金，寄附金その他の
自己収入の増加に関する目標

外部研究資金，寄附金そ
の他の自己収入の増加に
関する目標を達成するた

22 55 財政基盤を強化するた
め，外部研究資金及び寄附
金その他の自己収入を増加
させる。

引き続き，外部資金公募情報の学内提供の充実を図り，獲得支援体制の強化については，
執行部と研究推進アドミニストレーションセンターが連携し，「組織」対「組織」を基本
とした「機関連携型共同研究」を推進する。大学独自の資金獲得策について検討する。

◎研究推進アドミニストレーション
センター
○総務課

研究支援課
総務課

経費の抑制に関する目標 経費の抑制に関する目標
を達成するための措置

23 56 財務分析等を活用し，業
務の一層の見直しを図り，
管理的経費の効率化・合理
化を実施する。

効率的な法人運営のた
め，業務内容を数値化・指
標化等する方法で効率性・
経済性を検証するととも
に，期間中の一般管理費比
率を６％以内に抑制する。

引き続き業務の見直しを行い，管理的経費の支出予算の見直しを行うとともに業務の効率
性，効果を考慮し経費の抑制を図る。

◎会計課，
　施設課
○事務局各課

会計課
施設課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 第２期中期目標期間中に実施した光熱水費，複写機関連経費（使用料，用紙等）の経
費節減対策を引き続き実施した。また，旅費・交通費，会議費等の経費抑制を図った。

② 各棟廊下・階段の照明設備を省エネルギー型（LED化）に順次変更しており，今年度は
教育棟の一部照明設備において実施し，当該施設の電気利用料を前年度比60％（約23万
円）削減した。また，空調設備についても既設のものに比べ省エネルギー型のものに更新
した。

③ 複写機使用について，操作，活用等に係る教育と定期的な使用状況報告による注意喚
起により，前年度と比較すると，コピー枚数では各課の節約の成果は出たものの，使用金
額の比較でカラーコピーの増により増加したため，不要なカラーコピーの削減について周
知を徹底することとした。

④ 一般管理費に係る諸費目（旅費・会議費等）の歳出予算額を抑えた予算編成行うとと
もに，光熱水費，複写機関連経費（使用料，用紙等）の経費節減対策，旅費・交通費，会
議費等に係る着実な経費抑制を図った結果，一般管理費比率は前年度と比較して0.56ポイ
ント（4.74％ → 4.18％）減少でき，中期計画に掲げた６％以下を２％近く抑制できた。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
数値目標の達成が必要。

一般管理費を抑制するために実施
した内容と成果を積み上げていく必
要がある。

迅速かつ的確な競争的資
金の情報収集及び産業界・
地方公共団体等との連携協
力等により，外部研究資金
収入を増加させるととも
に，開学40周年記念事業，
学生支援基金の創設等，新
たな収入獲得事業を確立
し，自己収入を増加させ
る。

① 競争的研究資金，財団等からの研究助成等に関する直近の情報及び過去の採択状況等
を整理した一覧表を作成し，学内ホームページに掲載するとともに，全教員に対するメー
ル配信によって，公募時期に応じた公募情報提供を行った。

② 「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン(文部科学省/経済産業省・28
年11月30日)」に沿った取組として，資金を好循環させるため，間接経費の在り方を見直
し，直接経費の30％を共同研究実施に係る本学教員・研究支援要員の人件費相当額，光熱
水費，施設及び設備の維持管理費に充てる｢産学連携経費｣と整理し，平成29年度から，共
同研究契約への適用を開始している。平成30年度はRACが中心となって，「組織」対「組
織」を基本とした当該「機関連携型共同研究」を２件（計15,444千円）締結し，共同研究
を開始した。

③ 「共同研究講座等に関する規程」を制定するとともに，大型外部資金（共同研究）獲
得に向けた取組をRACが中心となって推進し，１件（５年契約：計200,000千円）の共同研
究講座を平成31年度に設置することを決定した。

④ 学外者への研究設備・機器の共同利用を促進し，昨年度に過去最大であった件数及び
利用料収入について，平成30年度は件数２倍（８→16件），利用料収入1.3倍（1,679→
2,247千円）と，ともに昨年度実績を大きく上回った。

⑤ 寄附金獲得方策の一環として，平成30年度は豊橋技術科学大学基金（修学支援事業基
金，教育研究支援基金）のリーフレットを作成し，古本募金チラシと併せてオープンキャ
ンパス，各系同窓会の事業で配布し募集活動を行った。

⑥ 基金に関する大学公式ホームページのリニューアルを行い，各年度の基金事業計画を
明示するなど寄附者への「見える化」を進めるとともに，少額の負担で末永い支援が可能
な継続寄附制度（毎月払い，選択月払い）を新たに導入した。また，継続寄附の内容を盛
り込んだ基金パンフレットを新たに作成し，教職員及び卒業式において学生に配付し，募
集活動を行った。

⑦ グローバル学生宿舎の増設に伴う学生宿舎料の増加や企業説明会開催による収入によ
り，自己収入のうち雑収入が昨年度比26.1％増（155,541→196,123千円）と大きく増加し
た。第２期中期目標期間最終年度の平成27年度（133,550千円）と比較すると46.9％増加し
ている。

2

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
迅速・的確な競争的資金の情報収
集，産業界・地方公共団体等との連
携協力，これらにより外部資金を増
加させるとしており，なにをもって
迅速・的確ということも含めて，連
携協力の状況を毎年度，整理してお
くとともに，その効果（外部資金獲
得増）を示していく必要がある。

現状では地域公共団体等との連携
協力状況が見当たらない。どう絡ん
でくるのかも含めて，要検討。

また，本学の寄附金等戦略に基づ
く対応，新たな自己収入増加策の検
討，実行，成果を示していく必要が
ある。

Ⅲ

1

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

資産の運用管理の改善に関する
目標

産の運用管理の改善に関
する目標を達成するため
の措置

24 57 資産の効率的かつ効果的
な運用管理を実施する。

市場調査等を行い，金融・経済情勢に対応した資金運用を，安全・確実に行う。現有資産
の効率的・効果的な有効活用方針に沿って，適切に利活用する。

◎執行部（会計課，施設課）

会計課
施設課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 役員会において，「平成30年度における資金運用に係る運用方針」を策定した。この
方針に沿い，また「余裕金の運用に関する取扱い要項」の規定に基づき，金融機関の格
付，中間決算の状況調査等の金融機関の経営状況の監視等を行った。

② 現有資産の効率的・効果的な有効活用方針を国立大学法人法改正に伴う文科省からの
指針等を踏まえ「保有資産の効率的・効果的な有効活用方針」を昨年度定めるとともに，
現有資産の利活用方法について前年度に引き続き本学の取引銀行に需要動向の情報提供を
依頼した。

③ 東海地区大学事務連携ネットワーク（北陸地区４大学含む）を活用した共同資金運用
を行う計画であったが，これが廃止される見込みとなったため，本学独自の資金運用に向
け，各金融機関の情報収集を行い，投資の費用対効果を検討した結果，資金運用を見送る
こととした。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
東海地区の事務連携等を活用した資
金運用は，実績を積み上げておく必
要がある。

それ以外の活用・効率的な資産運
用も整理し，対応していく必要があ
る。

現有資産の適切な利活用について
も，その内容を整理・対応していく
必要がある。

自己点検・評価及び当該状況に
係る情報の提供に関する目標

自己点検・評価及び当該
状況に係る情報の提供に
関する目標を達成するた
めにとるべき措置

評価の充実に関する目標 評価の充実に関する目標
を達成するための措置

25 58 自己点検・評価を適切に
実施し，評価結果を大学活
動全般の改善に活用する。

業務運営等に関する自己点検・評価及び教職員の個人評価を実施し，その評価結果を処遇
等に反映するとともに，検証・改善等を行う。教員の個人評価基準等について見直しを進
め，researchmap等を活用した業績データの収集を開始する。

◎目標・評価本部，
　大学点検・評価委員会
○執行部
　人事委員会

学長戦略企画
課

【年度計画達成状況の判断
理由】

【年度計画達成状況】

① 平成23年度より毎年度実施している教員及び事務職員の個人評価について，今年度も
昨年度実施状況を検証した上で実施し，その評価結果を月給制職員には勤勉手当に，年俸
制適用職員には業績評価額にそれぞれ反映した。また，教員の個人評価の基となる各種業
績データ統計を職位別・所属別に学内公表し，教育職員のモチベーション向上を図った。

② 教員の個人評価について，平成30年度はさらに，評価項目及び配点を見直すととも
に，事務局で保有する教員個人の業績データや国立研究開発法人科学技術振興機構が提供
する「researchmap」に登録されたデータを活用できるよう，データ集計システムを独自に
構築した。これにより，来年度以降に実施する評価に係るデータにおける公平性・客観性
を向上させるとともに，教員のデータ入力及び事務職員のデータ集計に係る作業負担が軽
減できることとなった。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
業務運営等に関する自己評価及び教
職員の個人評価は毎年度実施してい
るため，その状況を積み上げておく
必要がある。

自己点検・評価を中心となって実
施する組織は，PDCAサイクルが有効
に機能させ，評価結果を大学活動全
般の改善に活用するとしていること
から，改めてPDCAサイクルの内容，
成果等を整理・対応していく必要が
ある。

59 自己点検・評価を適切に
実施し，評価結果を大学活
動全般の改善に活用する。

教育研究活動等の質を保
証するため，大学機関別認
証評価等の第三者評価を平
成31年度に受審し，その結
果を大学活動全般に活用す
る。

国立大学法人評価委員会による平成29事業年度評価を受けるとともに，その評価結果を活
用し必要な改善を行う。大学機関別認証評価受審に向け，関係資料の作成等を行う。

◎目標・評価本部，
　大学点検・評価委員会，
　専門部会 学長戦略企画

課
教務課

【年度計画達成状況の判断
理由】

【年度計画達成状況】

① 平成29事業年度の法人評価結果について，業務運営・財務内容等の状況における４項
目（業務運営改善・効率化，財務内容の改善，自己点検・評価及び情報提供，その他業務
運営）とも全て「順調に進んでいる」との評価であり，当該期間中の実績に「課題」とし
て指摘されたものはなかった。この結果については，戦略企画会議，教育研究評議会，経
営協議会等で報告し，大学公式ホームページに掲載するとともに，教職員連絡会等を通
じ，学長自ら全教職員に対して報告を行うことで，構成員それぞれの立場において評価結
果の状況を認識し，改善等の意識付けができるよう周知している。

② 平成31年度の大学機関別認証評価の受審に向け，規程等の確認，各担当部局からの根
拠資料の集約，他大学との情報共有を行いつつ，自己評価書を作成している。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
認証評価，法人評価の状況及び改善
等の状況を積みあげていく必要があ
る。

東海地区国立大学法人事
務連携等を活用し，効率的
な資金運用を実施するとと
もに，体育施設の開放等，
教育・研究活動に支障のな
い範囲で現有資産を適切に
利活用する。

Ⅳ

1

教育研究等の質を維持・
向上させるため，教員個人
評価を含む自己点検・評価
を毎年度実施するととも
に，評価体制及び内容等を
点検・評価を中心となって
実施する組織が連携して見
直し，PDCAサイクルを有効
に機能させる。

3
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

情報公開や情報発信等の推進に
関する目標

情報公開や情報発信等の
推進に関する目標を達成
するための措置

26 60 社会に対し開かれた大学
として，大学情報の積極的
かつ効果的な公開・発信を
実施するとともに，本学の
ブランディング向上のため
の戦略的な広報活動を進め
る。

本学の魅力を十分に伝える広報活動を推進するため，キャンパスの見える化として，SNSを
活用した情報発信を強化する。

◎広報戦略本部

総務課

その他業務運営に関する重要目
標

その他業務運営に関する
重要目標を達成するため
にとるべき措置

施設設備の整備・活用等に関す
る目標

施設設備の整備・活用等
に関する目標を達成する
ための措置

27 61 キャンパスマスタープラ
ンに基づく施設設備整備を
推進し，魅力あるキャンパ
ス環境を形成する。

キャンパスマスタープラン2016（2016-2021）に基づき，学生宿舎の建設を行うとともに，
新たな施設の整備，老朽施設の改修，バリアフリー化，省エネ対策を実施する。インフラ
長寿命化計画（行動計画）に基づき，平成32年度までに策定する個別計画の作成に向け調
査を実施する。

◎施設マネジメント戦略本部

施設課

安全安心，環境及び景観
を重視し策定したキャンパ
スマスタープランに基づ
き，計画的なキャンパス整
備を実施するとともに，適
切な維持管理やエネルギー
の効率的な利用を推進す
る。

PDCAサイクルの考えのも
と，より効果的な情報発信
の方法改善を継続的に行
い，本学の強みや特色，社
会的役割並びに実績を踏ま
えた情報発信を，SNS，定
例記者会見，刊行物等を活
用し，国内外に向けて実施
する。

Ⅴ

1

① キャンパスマスタープランは，施設マネジメント戦略本部において毎年度見直しを行
い，戦略企画会議の議を経て，学長が決定している。平成30年度は，キャンパスマスター
プランに基づき，次の事業を実施した。
　○グローバル学生宿舎整備（民間資金を活用したPPP方式，３期計画の第３期分）
　○老朽施設の改修
　　・空調改修（A1棟）
　　・照明改修（A1棟，教育研究基盤センター，C1棟）
　　・エレベーター改修（Ｂ棟西側）
　　・内装改修（学生宿舎Ｅ棟10室，国際交流会館Ａ棟便所等）

・防水改修（ベンチャー・ビジネス・ラボラトリー，固体機能デバイス，Ｃ棟渡り廊
下）
　○バリアフリー化（グローバ学生宿舎への車椅子ユニットの導入）

② 多様な財源を活用した整備手法により，次の事業を実施した（キャンパスマスタープ
ランに基づく実施事業と一部重複）。
　○PPP方式による宿舎料を財源とした，グローバル学生宿舎整備
　○寄附金による，課外活動施設新営
　○目的積立金による，国際交流会館改修

③ 平成28年度に，１階を誰でも気軽に活用でき，集いやすい空間とする交流エリアに改
修し，カフェを併設した附属図書館について，教員の交流集会や意見交換会，講演会等に
幅広く活用した結果，平成30年度は過去最大であった昨年度の入館者数をほぼ全ての月で
上回り，改修前の平成28年度と比較すると約2.8倍（72,226→201,809名）の入館者数を記
録した。

④ 施設マネジメント戦略本部の下に設置したエネルギー対策専門部会において，環境保
全対策，積極的なエネルギーマネジメントとして，次の活動等を行った。
　○電力・ガス・水等使用実績の学内周知
　○ポスターによる学内への省エネ呼びかけ
　○全棟全室の省エネチェックの実施（年２回）
　○空調遠隔監視システムの導入
　○LED化の推進（照明・外灯等）
　○空調機消し忘れ防止として，一日５回，空調機自動オフの実施（25年度から実施）
　○全学一斉休業（３日間）の実施による省エネ・CO2削減への取組

⑤ エネルギーの使用に係る原単位（エネルギー使用量／空調面積）で前年度比1.4％減を
達成し，５年連続で減少となった。

⑥ 継続的な省エネ対策により，経済産業省資源エネルギー庁が実施する事業者クラス分
け評価制度において，2015年の制度開始以来４年連続で最高ランクのＳ（優良事業者）評
価を獲得している。

⑦ 平成28年度に策定した「豊橋技術科学大学インフラ長寿命化計画（行動計画）」に基
づき，個別計画作成に向けた調査を実施した。この調査を踏まえ，建物別長寿命化改修計
画（案）を策定した。

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

2

① オープンキャンパスを地域貢献事業の一つと位置付け，受験生への情報提供に加え，
小学生向け体験教室，地域の特徴である農業に係る公開討論等の企画を実施し，広く一般
市民に大学を公開することで，大学についての理解・関心を深める機会としている。近年
は地域の夏休みのイベントとして定着し，リピーターの増加により，平成30年度は2,720名
が来場した。高校生・高専生の参加者は前年度より増加した。入学定員におけるオープン
キャンパス参加者の倍率は，平成26年度から５年連続で全国１位を記録している（大学ラ
ンキング2020（朝日新聞出版））。

② 広く一般に本学の魅力を分かりやすく伝えるため，キャンパスライフを中心とした豊
橋技術科学大学プロモーションビデオを作成してYouTubeに配信した。広く周知を行った結
果，平成30年度の総再生時間数は前年度と比べ約10倍，総再生回数は約６倍と大幅な伸び
を示した。

③ イベント，学生生活など最新情報の発信のため，FacebookとTwitterについて，毎週１
回以上更新を行うとともに，学内向けメールマガジンを毎週発行し，イベントや本学のメ
ディア掲載情報等を共有した。

④ 従来，学内向けの内容であった広報誌「天伯」の内容を，高校生，高専生，本学OBな
ど学外向けに，分かりやすく，興味を惹く内容へリニューアルし，そのコンテンツをSNSに
より発信した。結果，平成30年度のTwitterの投稿数，閲覧数，エンゲージメント数は，前
年度と比べ，2.4倍以上となった。

⑤ きめ細かく魅力ある広報を目的として，平成29年度から，従来より作成していた大学
紹介パンフレットをステークホルダーごと（高校生向け，高専生向け）に分けて作成し
た。さらに平成30年度からは，学生にインタビューを行い，学生目線で研究室を紹介した
研究室ガイドブックを新たに作成した。

⑥ 学内全教職員から情報を広く収集した定例記者会見を年10回行い，平成30年度におい
ては報道発表に基づく報道総数が過去最高の211件となった。

　　　　　　　　Ⅳ

入学定員におけるオープンキャン
パス参加者の倍率が５年連続で全国
１位を記録していること，プロモー
ションビデオの大幅な再生回数等の
伸び，過去最高の報道件数等，多様
な広報活動を積極的に実施している
ことから，年度計画を上回っている
と評価できる。

中期計画の達成を証明するには，よ
り効果的な情報発信の方法改善の状
況，情報発信の種類，実施状況，成
果を毎年度，積み上げていく必要が
ある。

また，本学の強みや特色，社会的
役割並びに実績を踏まえた情報発信
とは，具体にどういうことか再確認
し，対応していく必要がある。

中期目標にある「ブランディング
向上」を具体にどのように図れたか
を示していく必要がある。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
キャンパスマスタープランに対する
達成状況，同マスタープランの見直
し状況等も整理・対応していく必要
がある。

また，適切な維持管理，エネル
ギーの効率的な利用の推進ができた
かを示していく必要がある。

結果，中期目標に掲げる魅力ある
キャンパス環境が形成できたことも
示していく必要がある。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

62 キャンパスマスタープラ
ンに基づく施設設備整備を
推進し，魅力あるキャンパ
ス環境を形成する。

課金制度を実施するとともに検証し，見直しと改善を行う。再編に伴う居室，研究室の移
動計画を示した施設利用将来計画に基づくスペースの適切な再配分を実施する。共用ス
ペースについては，産学連携等の戦略的研究推進並びに教育研究環境整備のため積極的な
有効活用を行う。

◎施設マネジメント戦略本部

施設課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 施設マネジメントに関しては，施設マネジメント戦略本部において一元管理をしており，本部
長は学長指名の総務担当理事，構成員は学長指名の副学長，教授等で構成し，学長のリーダーシッ
プが発揮できるトップマネジメントのひとつと位置付けている。また，大学の環境保全対策，エネ
ルギーマネジメントについて所掌していた環境保全・エネルギー対策委員会について，施設マネジ
メント戦略本部の下に置く部会として再編成し，施設マネジメントの一環として，統一的に管理す
る体制整備を行った。

② 施設マネジメント戦略本部において，教員室，研究室，研究実験室等を課金の対象とし，計画
的な施設の整備，維持，保全を推進する施設課金制度を，法人化時の平成16年度から運用してい
る。平成30年度については，その課金を財源（約4,300万円）として照明改修，エレベーター改
修，施設利用将来計画に基づく改修等を実施した。

③ 課金制度の検証を行い，現状において計画的な施設の整備，維持，保全を推進できていること
を確認し，今年度については制度変更を行わないこととした。

④ 施設利用有効将来計画に基づき，室の配分見直し・移動，改修等を行い，共用スペースを
1,813㎡（前年度比25%増）確保するとともに，戦略的研究推進及び教育研究環境整備のため，大型
プロジェクト研究への活用等に再配分するなど，積極的な有効活用を行った。
　

　　　　　　　　Ⅲ
　

中期計画の達成を証明するには，
課金制度の実施状況のみならず，改
善状況，改善による成果について整
理・対応していく必要がある。

また，何をもって施設の点検・評
価の適正かつ継続的な運用を判断す
るのか，その指標をを整理した上
で，施設の点検・評価かつ継続的な
運用によって，どのように教育研究
組織に対応したスペースの適切な配
分と利用が進められたか整理・対応
していく必要がある。

安全管理に関する目標 安全管理に関する目標を
達成するための措置

28 63 大学が健全な教育研究の
場であるために，心身の健
康・安全対策の強化，心身
の健康・安全教育の充実，
リスク管理を継続的に進め
る。

労働安全衛生法に基づいた資格保持者の増員を図るとともに各種教育訓練を実施し，対象
者に受講させる。労働安全衛生法に基づいたストレスチェックを実施し，集団分析結果を
検証するとともに，職場環境改善に必要な措置を講じる。

◎安全衛生管理推進本部
○安全衛生委員会，
　健康支援センター，
　総務課，
　学生課 施設課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 健康・安全・衛生に関する講習会の年間計画，労働安全衛生法等に関連した資格取得のための
年間計画を含んだ安全衛生関係の年間計画を４月に策定し，定期的に講習会を実施した。
　　資格保持者の増員や各種教育訓練の実施状況については次のとおり。
　　○高圧ガス関連資格保持者の増員
　　○放射線関連資格保持者の増員
　　○第１種衛生管理者等各種資格保持者の増員
　　○労働安全衛生法等に基づく特別教育・安全衛生教育
　　○危険物取扱者保安講習会
　　○放射線障害防止法に基づく放射線業務従事者教育訓練
　　○一般高圧ガス教育訓練等法令に基づく教育訓練
　　○文部科学省指針に基づく動物実験教育訓練
　　○文部科学省指針に基づく遺伝子組換え生物等教育訓練
　　○化学物質リスクアセスメント講習会
　　○AED救命講習

② 10月には労働安全衛生法に基づく教職員のストレスチェックを実施し，結果を分析した。高ス
トレスの傾向が見られた全ての教職員に対し，産業医が個別面談を行った。また，健康支援セン
ターホームページを利用し，教職員に対し健康に関する情報を提供している。

③ 施設・設備・作業環境の点検を行うため，学長及び産業医等による職場巡視を定期的に実施
し，問題点の把握とその改善を行った。

④ 受動喫煙防止対策として，令和４年度のキャンパス内全面禁煙を最終目標とする「受動喫煙防
止計画」を平成30年４月に策定し，平成30年度は６箇所あった喫煙場所を２箇所削減した。また，
禁煙相談窓口を健康支援センターに設置するとともに，ホームページを利用し，喫煙に関する情報
の提供を行っている。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
健康・安全・衛生に関する講習会の
年間計画の策定状況，実施状況，職
場巡視の実施状況（施設・設備の点
検状況，問題把握・改善状況），資
格取得のための講習会の年間計画の
策定状況，実施状況（法令に対応し
た資格取得者の状況等）を整理・対
応していく必要がある。

健康・安全・衛生に関する講習会
の年間計画，労働安全衛生法等に関
連した資格取得のための年間計画を
明確な形で整理した方がよいのでは
ないか。す。

64 大学が健全な教育研究の
場であるために，心身の健
康・安全対策の強化，心身
の健康・安全教育の充実，
リスク管理を継続的に進め
る。

東海地区国立大学法人事
務連携等も活用し，大規模
災害に備えた体制を強化す
るとともに，平成27年度に
策定したBCP(事業継続計
画)を継続して充実させ
る。

東海地区国立大学法人事務連携等も活用し，大規模災害に備えた体制を検証し，必要に応
じて見直す。防災訓練の実施に併せ，地震対策に関するBCPに係る総合訓練及び個別訓練を
実施すること等により，BCP（事業継続計画）を充実させる。

◎総務課，
　環境保全・エネルギー対策委員会
○安全安心地域共創リサーチセン
ター 総務課

施設課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 大規模地震に対するBCP（事業継続計画）に基づき，平成30年10月に安否確認訓練，建
物残留者確認訓練，防災体験及び防災ワークショップ等を組み入れた総合防災訓練を実施
し，学生・教職員1,410名（学内構成員の約54％）が参加した。

② 危機管理における初動対応を検討するチームを編成し，主に自然災害発生時の危機管
理に係る現状把握・課題抽出を行い，課題解決のための方策を検討した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
大規模災害に備えた体制の強化の状
況を整理・対応していく必要があ
る。（何をもって体制が強化された
か含む）
　
　BCPの充実状況（充実度の指標）
を整理・対応していく必要がある。

心身の健康・安全対策及
びリスク管理のため，健
康・安全・衛生に関する講
習会を年間計画に基づき定
期的に実施する。また，施
設・設備の点検を，労働安
全衛生法に基づく職場巡視
時に実施し，問題把握と改
善を行うとともに，これら
に関連した資格取得のため
の講習会を年間計画に基づ
き実施する。

施設維持管理の財源の一
部となる課金制度の改善を
図るとともに，施設の点
検・評価の適正かつ継続的
な運用により，教育研究組
織に対応した，スペースの
適切な配分と利用を進め
る。
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

法令遵守等に関する目標 法令遵守等に関する目標
を達成するための措置

29 65
-01

社会から信頼される大学
運営を実施するため，コン
プライアンスマネジメント
システムの強化並びに研究
活動における不正行為，研
究費不正使用を防止する取
組を徹底する。

内部統制システム，危機
管理体制機能を毎年度見直
し，充実・強化するととも
に，法令遵守(コンプライ
アンス)に対する意識向上
に関する研修，周知等を毎
年度実施する。

内部統制システム，危機管理体制機能を見直すとともに，学内規則を含めた法令遵守(コン
プライアンス)の徹底及び危機管理体制機能の充実・強化を図るため，効果的な研修を実施
する。

◎総務課
○研究支援課，
　監査室

総務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 過年度より検討を行ってきた公益通報に係る学内体制について，関連規程の整備等を
行い，平成30年８月に学外公益通報窓口を設置するとともに運用を開始した。

② コンプライアンスの徹底及び意識向上を目的とし，平成24年度から引き続き個人情報
保護をテーマとした研修を実施している。平成30年度については，より効果的な研修とす
ることから，個人情報保護の体制を適切に整備していることを審査する機関から講師を招
き，研修を実施した。

③　新規・中途採用教職員研修において，個人情報保護の研修を実施している。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
内部統制システム，危機管理体制機
能を毎年度どう見直し，どういった
点の充実・強化を図ったか，成果は
あったか，整理・対応していく必要
がある。

法令遵守に対する意識向上に関す
る毎年度の研修の計画，実施状況，
どういった点で成果があったか，ま
た，どういう周知を継続的に毎年度
行ったか，成果（認知度）を整理・
対応していく必要がある。

65
-02

社会から信頼される大学
運営を実施するため，コン
プライアンスマネジメント
システムの強化並びに研究
活動における不正行為，研
究費不正使用を防止する取
組を徹底する。

内部統制システム，危機
管理体制機能を毎年度見直
し，充実・強化するととも
に，法令遵守(コンプライ
アンス)に対する意識向上
に関する研修，周知等を毎
年度実施する。

情報セキュリティ対策基本計画に基づき，個人情報漏えいの防止を含む情報セキュリティ
に係る各種取組を充実させる。教職員の法令遵守に対する意識向上のため，研修及び定期
的な働きかけ等を実施するとともに，実施内容を検証し，より効果的な方策について検討
を行う。

◎情報メディア基盤センター
○総務課，
　監査室

教務課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】
　　　　　　　　Ⅳ

　年度計画に掲げた取組に加え，事
務局ファイルサーバの不正アクセス
監視に係る取組及び各種セキュリ
ティ対策の改善を行うとともに，情
報セキュリティ訓練において著しい
効果を得ていることから，年度計画
を上回っていると評価できる。

　中期計画の達成を証明するには，
内部統制システム，危機管理体制機
能の一つとしての情報セキュリティ
を毎年度どう見直し，どういった点
の充実・強化を図ったか，成果は
あったか，整理・対応していく必要
がある。

　法令遵守に対する意識向上に関す
る毎年度の研修の計画，実施状況，
どういった点で成果があったか，ま
た，どういう周知を継続的に毎年度
行ったか，成果（認知度）を整理・
対応していく必要がある。

①　「国立大学法人等における情報セキュリティ強化について」（28年6月29日28文科高第
365号通知）を踏まえ，全般的な情報セキュリティ対策の実施状況について28年度に確認し
た。28年度から３ヵ年を実施期間とする国立大学法人豊橋技術科学大学情報セキュリティ
対策基本計画（2016－2018）を策定した。30年度においては，当該計画に沿って，以下の
取組を実施した。
（以下，当該通知に係る事項について※で表す。）。

＜インシデント対応に係る未然防止、被害最小化や被害拡大防止のための取組及び再発防
止策の実施＞
(１) 情報セキュリティインシデント対応体制及び活動
　昨年度組織化した国立大学法人豊橋技術科学大学情報セキュリティインシデント対応
チーム（TUT CSIRT）において，全教職員宛てに，不審なメールの情報と，開封した場合の
対処方法を周知するための注意喚起メールを送信した。
 
(２）情報セキュリティポリシーや関連規程の組織への浸透
　平成30年度についても引き続き，教職員については新規・中途採用手続時に，学生につ
いては入学手続時に，情報セキュリティポリシー等の情報セキュリティ関連規則について
周知を行った。

(３）情報セキュリティ教育・訓練及び啓発活動
　平成30年度においても，全教職員を対象に標的型メールの攻撃訓練を行った。対象者を
３グループに分け，それぞれ内容の異なる訓練メールを送信する等，訓練を複雑化したに
もかかわらず，開封率は平成29年度の19.6％と比して1.8％と大幅に低減した。また，本年
度は訓練メールの添付資料を開封した者には，事後のトレーニングを課した。

＜情報セキュリティに係る規則の運用状況（規則に基づいた自己点検及び監査等による確
認状況等＞
(４）情報セキュリティ対策に係る自己点検・監査の実施
　情報セキュリティに関する重要事項を再確認させるため，毎年度全教職員を対象に実施
している情報セキュリティポリシーの自己点検について，今年度も引き続き実施した。設
問に対して解答する形式で実施し，各設問にはそれぞれの設問に関する関連情報を掲載す
る等，情報セキュリティに関する興味や予備知識を増やす工夫を行った。

＜個人情報や研究情報等の重要な情報の適切な管理を含む情報セキュリティの向上＞
(５）情報機器の管理状況の把握と管理の適正化
　ネットワーク接続機器の把握のため，各機器についての適切な管理について注意喚起を
行うとともに，利用者に対しては「情報システム利用者のパスワード管理に関するガイド
ライン」により，パスワードの適切な管理について注意喚起を行った。
　関連して，情報セキュリティインシデント発生時の被害拡大防止を目的に，毎月第１月
曜日を「個人情報取扱いの点検日」と定め，同日には，各自のパソコン等で管理・保存し
ている個人情報の要不要を点検し，不要な場合は速やかに削除することを習慣づけること
とし，29年12月より開始し，毎月該当日には全教職員へメール周知している。
　平成29年度末に導入した事務局ファイルサーバにおいて，サーバ内のファイルへの不正
アクセス等を監視するため，平成30年度途中からアクセスログの取得を開始した。平成30
年度末には，事務局シンクライアント端末を更新することにより，端末機器の一元化と
ユーティリティによる管理を行っており，台数把握も含めて適切な管理を行えるよう改善
した。
　事務局の通信ポリシーの見直しを行い，端末管理，IPアドレス管理と併せて，会計シス
テムの更新も行い，セキュリティ対策の改善を図ることができた。

3
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第３期中期目標・中期計画に係る30事業年度年度計画達成状況等（自己評価書）

（令和元年６月末現在）

平成30年度

目標・評価本部
自己評価

(30年度計画）

担当
事務

区分 中期目標 中期計画

年度計画

66 社会から信頼される大学
運営を実施するため，コン
プライアンスマネジメント
システムの強化並びに研究
活動における不正行為，研
究費不正使用を防止する取
組を徹底する。

全教職員及び全学生に対
する研究倫理教育を実施す
るとともに，研究公正責任
者，研究倫理教育責任者等
により構成する研究公正関
係委員会において，毎年
度，不正防止体制並びに研
究倫理教育等を検証・改善
する。

全教職員に対する研究不正行為防止に関する啓発活動を行う。教育職員，研究員，研究支
援職員及び学生に対して研究倫理教育を実施するとともに，実施内容等について検証・改
善する。

◎研究公正委員会
○教務委員会

研究支援課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 研究不正防止への対応として，学外講師を招へいし「オープンサイエンス」に関する講演会を
開催し，研究データの保存等について，研究者，研究支援職員及び学生に周知した。同講演会は録
画し，当日欠席者にも視聴できるよう，学内ウェブサイトに掲載し，全教職員に周知した。

② 教育職員，研究員の e-ラーニングプログラムを活用した研究倫理教育を実施した。受講状況
は31年３月末現在98.32％であった。

③ 平成30年度に登録のある民間機関等の共同研究員に対し，受入教員を通じ， e-ラーニングプ
ログラムによる研究倫理教育の受講について周知した。

④ 学部学生に対しては，新３年次学生を対象に研究者倫理に関するガイダンスを実施した。大学
院学生については，博士前期課程１年次及び博士後期課程１年次を対象とした授業「研究者倫理」
を前期に，「Ethics for Researchers」を後期に必修科目として開講した。本授業では研究現場で
の実例をあげた輪講形式によるディスカッションを取り入れ，意識向上及び理解を深める工夫をし
ている。

⑤ 教職員及び学生の受講状況・成績等を把握し，研究公正委員会等において，啓発活動及び研究
倫理，教育の方法の改善等について検証を行った。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
全教職員及び全学生に対する研究倫
理教育（啓発活動含む）の実施状
況・受講状況，改善，見直し状況等
を整理・対応していく必要がある。

研究公正委員会における不正防止
体制・研究倫理教育の検証・改善状
況（実施状況等含む）等を整理・対
応していく必要がある。

67 社会から信頼される大学
運営を実施するため，コン
プライアンスマネジメント
システムの強化並びに研究
活動における不正行為，研
究費不正使用を防止する取
組を徹底する。

毎年度，不正防止計画を
策定し，教職員及び研究費
を扱う学生に対して周知す
るとともに，適正な研究費
の使用に係る学内ルール等
を含めたコンプライアンス
教育を実施することによ
り，研究費の不正使用を防
止する取組を徹底する。

不正防止計画に基づき，教職員及び研究費を扱う学生に対して研究費の不正防止に係る啓
発活動を行う。コンプライアンス教育の実施方法等を見直す。不正防止計画の実施状況等
の検証結果を踏まえ，次年度の不正防止計画を策定する。

◎競争的資金等運営・管理推進会議
○監査室，
　会計課

研究支援課

【年度計画達成状況の判断理由】

【年度計画達成状況】

① 平成30年度の不正防止計画及び物品等の納入事実の確認，出張等における対応につい
て，競争的資金等運営・管理推進会議の議を経て策定し，教職員に対しては教職員連絡会
及びメールにより周知した。

② 新規採用教職員，研究員，事務補佐員及びRA等の学生に対して，公的研究費の適切な
取扱いに関するコンプライアンス教育を実施するとともに，科学研究助成事業説明会等の
機会にも合わせて研究費の不正防止について説明し，啓発を行った。

③ 研究費の不正防止に係る「公的研究費の適正な取扱い」を大学公式ホームページに掲
載し，啓発活動を推進した。

④ 平成31年３月末現在で，公的研究費の適正な取扱いに関するコンプライアンス教育の
受講状況は98.74％であった。

⑤ 不正防止の取組として，物品検収室の分室を教員の居室から近く，利便性の高い研究
棟に常設した結果，教員検収は設置前の平成28年度と比べ78.8％減（391→83件）と大幅に
減少した。

⑥ 既受講者に対するコンプライアンス教育の実施方法の改善等について，競争的資金等
運営・管理推進会議において検討した。

⑦ 競争的資金等運営・管理推進会議において，不正防止計画，啓発活動について検証
し，次年度の不正防止計画を策定した。

　　　　　　　　Ⅲ

中期計画の達成を証明するには，
全教職員及び全学生に対する周知
（啓発活動含む）の実施状況・認識
度チェック，改善，見直し状況等を
整理・対応していく必要がある。

適正な研究費の使用に係る学内
ルールを含めたコンプライアンス教
育の検証・改善状況（実施状況等含
む）等を整理・対応していく必要が
ある。
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